Interim or Conservatory Measures before Constitution of Arbitral Tribunal by 野村 秀敏
仲裁廷構成前の暫定・保全措置
─ ICC緊急仲裁人規定と他の規則の比較・検討─
野 村 秀 敏
目 次
Ⅰ はじめに
Ⅱ ICC緊急仲裁人規定の特徴
1 Opt-out方式の採用
2 被申立人の保護
3 その他
Ⅲ 手続の流れ
1 申立て
2 緊急仲裁人
3 審 理
4 費 用
Ⅳ 緊急仲裁人の決定
1 発令のための期間と内容
2 形式と拘束力
3 失効，取消し・変更
Ⅴ ケーススタディ
1 ICDR
2 SCC
3 SIAC
4 ICC
Ⅵ 結 語
付録 対照表
Ⅰ はじめに
経済活動等の社会生活のスピードアップに伴い，紛争解決手続との関連
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での仮の権利保護の意義が高まることはあっても，減ずることはないであ
ろう。そして，このことは，近時注目を浴びるようになっている仲裁手続
との関係でも当てはまるから，現在では，多くの国内立法1，各種の仲裁
規則2によって，仲裁廷に暫定・保全措置を発令する権限が認められるこ
とが明文化されるに至っている。しかし，仲裁廷が暫定・保全措置を発令
するためには当然それが構成されていることが前提となるが，仲裁廷の構
成までには時間がかかることがありえ，とりわけ，仲裁廷が3人の仲裁人
によって構成される場合には数か月を要することもあるようである。もっ
とも，そのような場合であっても，法律上は国家裁判所に保全処分を求め
ることは可能であろうが3，当事者は，そもそも仲裁人の専門的知識の活
用，秘密保持の必要性，国家裁判所による偏頗な裁判の回避といった様々
な動機によって国家裁判所を避け，仲裁手続による紛争解決を合意したの
である。にもかかわらず，暫定・保全措置が必要となると国家裁判所に赴
かなければならないというのでは，仲裁合意をした当事者の意図は根底か
ら覆されることになりかねない。
この仲裁合意をした当事者の意図を仮の権利保護の段階においても全う
させるための制度が緊急仲裁人（Emergency Arbitrator）の制度であり，
これを初めて本格的に導入したのは1998年の NAI規則4であるが，当初こ
1 たとえば，UNCITRAL 国際商事仲裁モデル法17条（以下「UNCITRAL モデル
法」という），わが国の仲裁法24条。
2 たとえば，UNCITRAL仲裁規則26条，日本商事仲裁協会（JCAA）商事仲裁規則
66条。
3 たとえば，UNCITRALモデル法9条，わが国の仲裁法15条参照。
4 NAI（Netherlands Arbitration Institute：オランダ仲裁機構）仲裁規則42条 a－42
条 o（現在は，2015年改訂規則35条・36条に引き継がれている）。緊急仲裁人の制
度は NAI規則では略式仲裁手続（Summary Arbitral Proceedings）と呼ばれている。
ほかに，AFA（Association Française d’Arbitrage：フランス仲裁協会）規則13条1
項 cが規定する単独仲裁人の制度があり，これも改訂 ICDR規則以前のものである
が（Gaillard (E.), Introduction, dans: Institut pour l’Arbitrage International (IAI), Les
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れはそれ程注目を浴びなかった。ところが，2006年に AAAが改訂 ICDR
規則5によってこの制度を導入するや，多くの有力な国際仲裁機関がその
仲裁規則を改訂して AAAに続き，緊急仲裁人制度の導入は，今や，一種
のブームとさえ言えるような状況になっている。これは，仲裁機関によっ
て仲裁廷構成前に選任される緊急仲裁人に暫定・保全措置の発令権限を認
めるという制度であるが，改訂 ICDR規則に続いたのは，2007年の CPR
規則6，2008年の CANACO 規則7，2010年の SCC 規則8，SIAC 規則9，
premières applications du Réglement de référé pré-arbitral de la CCI, Séminaire du
vendredi 31 mai 2002, p. 3（http://www.iaiparis.com/pdf/ actes_colloque.pdf）で言
及されているので，2002年以前のものである），正確な導入年は同定しえなかった。
ただし，これは，求められた緊急の救済が事件の本案に影響しないように見える場
合に限って適用されるに過ぎず（影響するように見える場合には，仲裁委員会が通
常より迅速に仲裁廷を構成する手続が適用になる。同規則13条1項ｂ），「仲裁廷が
まだ構成されておらず，求められた緊急の救済が事件の本案に影響しないように見
えるときは，仲裁委員会は……緊急手続を組織する役割を担った単独仲裁人を選任
することができる。……」とする簡単なものに過ぎない（フランス仲裁協会のウェ
ッブサイトの URLは http://www.afa-arbitrage.com/en/である）。なお，各仲裁規
則はそれぞれ各仲裁機関のウェッブサイトで閲覧することができるが，それぞれの
URL は JCAA のウェッブサイト（http: //www. jcaa.or. jp/link/oversea.html#hdg-
01）を参照されたい。ただし，スイス商業会議所仲裁機構（Swiss Chambers’
Arbitration Institution）のウェッブサイトは https://www.swissarbitration.org/sa/
en/，（ポーランド）リヴァイアサン同盟仲裁裁判所（Court of Arbitration at the
Confederation of Lewiatan）のウェッブサイトは http://www.arbitrationcourt.org.
pl/である。
5 AAA（American Arbitration Association：アメリカ仲裁協会）の ICDR（Inter-
national Centre for Dispute Resolution：国際紛争解決センター＝ AAAの国際部門）
国際仲裁規則37条（現在効力を有するのは2014年改訂規則である。2006年規則とは
条文番号が異なっており，以下，2014年改訂規則の条文番号で引用する）。
6 CPR（International Institution for Conflict Prevention & Resolution：国際紛争予
防・解決機構，本部・ニューヨーク）Administered Arbitration（管理仲裁）規則14
条（現在効力を有するのは2013年改訂規則である）。同規則は特別仲裁人 Special
Arbitratorと呼んでいる。
7 CANACO（Mexico City National Chamber of Commerce：メキシコ市全国商業会
議所）仲裁規則50条。
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2011年の ACICA規則10，2012年の ICC規則11，P.R.I.M.E. Finance規則12，
スイス規則13およびポーランド規則14，さらには2013年の CEPANI規則15，
8 SCC（Arbitration Institute of the Stockholm Chamber of Commerce：ストックホ
ルム商業会議所仲裁機構）仲裁規則32条4項・付属規程Ⅱ。
9 SIAC（Singapore International Arbitration Centre：シンガポール国際仲裁センタ
ー）仲裁規則26条2項・付属規程Ⅰ（現在効力を有するのは，2013年改訂規則であ
る。なお，SIACのウェッブサイトには，これの日本語訳も掲載されている）。
10 ACICA（Australian Centre for International Commmercial Arbitration：オースト
ラリア国際商事仲裁センター）仲裁規則28条1項 a・付属規程Ⅰ（現在効力を有す
るのは2016年改訂規則であり，関係の条文の内容に変化はないが，条文番号が異な
るので，新しい条文番号で引用する）。
11 ICC（International Chamber of Commerce：国際商業会議所）仲裁規則29条・付
属規程Ⅴ。ICC Japan（国際商業会議所日本委員会）のウェッブサイトから ICC仲
裁規則とその付属規程の日本語訳の入手が可能である（http://www.iccjapan.org/
book/ICC_865-0_JPN_Arbitration-Mediation.pdf）。
12 P.R. I.M.E. Finance 仲裁規則26a 条・付属規程 C。Panel of Recognized Inter-
nationl Market Experts in Finance（P.R.I.M.E. Finance：国際金融市場における認定
専門家委員会）とは，オランダ・ハーグに本拠を置き，国際金融市場の分野におい
て高い評価を受けている専門家を傘下に収め，当該分野に関する仲裁，調停等によ
る紛争解決サービス，司法支援と教育，国際的な先例と資料の収集・テータベース
化などの活動を2012年1月から開始した非営利団体である。P.R.I.M.E. Financeの
ウェッブサイトの URLは http://primefinance disputes.org/であり，そこに仲裁規
則（Home>Arbitration>Arbitration Rules）も当該団体の概要（Home>About Us）
も掲載されている。そのほか，Hermut Smith「紛争回避ニュースレター」2012年
8月（118号）http://www.herbertsmithfreehills.com/-/media/Files/PDFs/2013/7
%20J.PDFも参照。
13 スイス規則とは，スイスの7都市（バーゼル，ベルン，ジュネーヴ，ローザンヌ，
ルガノ，ヌーシャテル，チューリッヒ）の商業会議所が2012年に設立したスイス商
業会議所仲裁機構（Swiss Chambers’ Arbitration Institution）の仲裁規則を指す（こ
の間の経緯につき，同機構のウェッブサイトと M. ARROYO (ed.), ARBITRATION IN
SWITZERLAND, THE PRACTIONER’S GUIDE 327-328 [Brunner] (2013) を参照）。緊急仲裁
人に関する規定は，同規則43条。
14 ポーランド規則とは，（ポーランド）リヴァイアサン同盟仲裁裁判所（Court of
Arbitration at the Confederation of Lewiatan）規則を意味する。リヴァイアサン同盟
とは，商業会議所に相当するポーランドの経営者団体である（当該同盟のウェッブ
サイト参照。https://www.plusip.nauka.gov.pl/member/show/3）。緊急仲裁人に関
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パリ規則16，FCC 規則17，HKIAC 規則18である。また，わが国の JCAA 規
則19と LCIA規則20は2014年から，CIETAC規則21は2015年からこの列に加
わった。
他方，ICCには，緊急仲裁人の制度以前に，緊急事態において迅速に暫
定・保全措置を発令しうる制度として，既に1990年の仲裁前審判員（Pre-
arbitral Referee）の制度22が存在する。しかし，この制度はあまり利用さ
する規定は同規則36条4項・付属規程Ⅱ。
15 CEPANI（the Belgian Centre for Arbitration and Mediation：ベルギー仲裁・調停
センター）仲裁規則26条。なお，CEPANI のウェッブサイトの URL は，http://
www.cepani.be/enである。
16 パリ規則とは，Paris the Home of International Arbitration（Paris Place d’
arbitrage）が，UNCITRAL仲裁規則には種々の欠陥があって使い勝手がよくない
として，その選択肢として2013年4月15日に公にした ad hoc仲裁のための仲裁規
則であり，緊急仲裁人（同規則は暫定仲裁人 Interim Arbitratorと呼んでいる）に
関する規定は同規則4条。なお，Paris the Home of International Arbitrationとは，
仲裁人等の指導的な仲裁実務家，当該分野の学者等からなる2009年に設立された非
営利団体であり，そのメンバーはパリの国際仲裁の仲裁地としての利点を宣伝する
ために会議に参加したり，フランスでのイベントを組織したりする活動を行ってい
る。Paris the Home of International Arbitration のウェッブサイトの URL は http:
//www. parisarbitration. com/home/で あ り，そ こ に 仲 裁 規 則（Home>Paris
Arbitration Rules）も当該団体の概要（Home>About us）も掲載されている。
17 FCC（the Finland Chamber of Commerce：フィンランド商業会議所）仲裁規則
36条5項・付属規程Ⅲ。
18 HKIAK（Hong Kong International Arbitration Centre：香港国際仲裁センター）
Administered Arbitration（管理仲裁）規則23条1項・付属規程Ⅳ（なお，HKIAC
のウェッブサイトには，これの日本語訳も掲載されている）。
19 日本商事仲裁協会（JCAA）商事仲裁規則70条－74条。
20 LCIA（London Court of International Arbitration：ロンドン国際仲裁裁判所）仲裁
規則 9B条。
21 CIETAC（China International Economic and Trade Arbitration Commission：中国
国際経済貿易仲裁委員会）仲裁規則23条2項・付録Ⅲ。なお，CIETACのウェッブ
サイトには，これの日本語訳も掲載されている）。
22 ICC Rules for a Pre-arbitral Referee Procedure. この条文も，ICCのウェッブサイ
トから入手可能である。
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れていないようであり，そのためもあって，ICCはこれに加えて緊急仲裁
人の制度を導入したのである。もっとも，緊急仲裁人制度の導入後も仲裁
前審判員制度が廃止されたわけではなく，両者は併存していることには注
意が必要である。
本稿は上記の諸仲裁機関の緊急仲裁人規則の主なものの比較・検討を行
うことを目的とするが，その中心に ICC緊急仲裁人規定23を置くこととす
る。これは，言うまでもなく，ICCが非常に取扱い件数も多い24，最も代
表的な国際仲裁機関であるからであり，また，その緊急仲裁人に関する規
定を仲裁前審判員規則と比較することによって，前者の特徴をより明瞭に
浮かび上がらせることができると考えるからである。具体的には，ICC緊
急仲裁人規定の特徴（Ⅱ），それによる手続の流れ（Ⅲ），緊急仲裁人の決
定に関わる問題点（Ⅳ）を仲裁前審判員の制度と対比，検討しながら概観
することとする。その際，併せて，それぞれの ICC緊急仲裁人規定に対
応する規定が他の仲裁機関の緊急仲裁人規定の上でどのようになっている
かも指摘，検討することとする。この指摘，検討の対象とされるのは，上
記の仲裁機関の規則のうち ICDR規則，CPR規則，SCC規則，SIAC規則，
ACICA規則，スイス規則，ポーランド規則と HKIAC規則のほか，JCAA
23 ICC仲裁規則29条5項は，その29条1項ないし4項と付属規程Ⅴ全体を併せて
「緊急仲裁人規定」と呼んでいる。本稿では，このように，付属規程を有するもの
については，本体の仲裁規則の緊急仲裁人手続に関する規定とその付属規程とを併
せて緊急仲裁人規定と呼び，付属規程を有しないものについては，仲裁規則の緊急
仲裁人手続に関する規定を緊急仲裁人規定と呼ぶことにする。
24 ICCへの新規仲裁申立件数は，2012年で759件，2013年で767件（手塚博之＝前田
葉子「アジア仲裁の展開と日本」法時87巻4号13頁（2015年）参照），2014年で791
件（2014 ICC Dispute Resoluiton Statistics, 2015 (1) ICC DISPUTE RESLUTION BULL. 7,
8）である。これに対し，LCIAへの申立件数は，2012年で265件，2013年で290件
である(LCIAのウェッブサイトの Home>Reports>Registar’s report 2012/Registar’s
report 2013参照）。ちなみに，ICDRが2012年に取り扱った国際的な事件の数は996
件とされているが（4 THE ICDR INT ’L ARBITRATION REPORTER 3 (2013)），これは仲裁
と調停を併せた数のようである。
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規則と LCIA規則の緊急仲裁人規定である。上記のすべての規則を対象と
していないが，各仲裁機関の緊急仲裁人制度に関するアプローチは大幅に
類似しており，1つに収斂する傾向にあるとされる25。そこで，類似の先
行研究のうち最も多くの仲裁規則を取り上げているもの26が扱うのと同一
の諸規則に，それが時期的な関係もあって取り上げなかった2つの規則を
加えて比較・検討の対象とすれば十分であると考える。また，このように
すれば，世界の3つの主要な仲裁機関（ICDR/AAA，ICC，LCIA）とアジ
アの2つの主要な仲裁機関（SIAC，HKIAC）およびわが日本商事仲裁協
会（JCAA）の各規則が含まれることになるという意味でも，比較・検討
の対象に不足はないであろう。ただし，上記のように各規則のアプローチ
は1つに収斂する傾向にあるから，必ずしも各問題点ごとにすべての規則
を掲記する必要はないと思われるし，それはあまりに煩雑でもあるので，
具体的に指摘するのは代表的あるいは特徴的なもののみにとどめることも
ある。
緊急仲裁人に関する規則が導入されたのは最近であるため，現在までに
それ程多くの実例があるわけではないが，それでも幾つかの文献によって
相当数のそれが報告されている。そこで，本稿では諸規則の比較・検討に
引き続き，この制度の実際の機能の一端をそれらの文献等によって紹介し
たい（Ⅴ）。また，結語（Ⅵ）の後に，付録として，諸規則が各問題点に
対してどのような規律をしているかに関する対照表を付する。
25 Ehle, Emergency Arbitration in Practice, in: C. MÜLLER & A. RIOZZI (eds.), NEW
DEVELOPMENTS IN INT ’L COMMERCIAL ARBITRATION 2013, at 87, 90 (2013) (http://www.
lalive.ch/data/publications/04_Ehle.pdf#search=’Ehle + emergency’). Roth & Reith,
Emergency Rules, 2 YEARBOOK ON INT ’L ARBITRATION 65, 74 (2012) も各規則の類似性を
指摘する。
26 前注(25)掲記の Ehleの論文である。
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Ⅱ ICC緊急仲裁人規定の特徴
1 Opt-out 方式の採用
⑴ 緊急仲裁人制度27の創設は，ICCが2008年から行ってきたその仲裁
規則の改訂作業28の眼目の1つである。もっとも，上記のように，ICCに
は以前から仲裁前審判員（以下，「審判員」ということがある）の制度29
が存在するが，この制度はほとんど利用されずにきた30。そして，その原
27 ICC の緊急仲裁人制度に関しては，栗田哲郎「事例から見る緊急仲裁
（Emergency Arbitration）の利用方法」JCAジャーナル59巻8号3頁以下（2012年）
のほか，詳しくは，Hauser, Eilrechtsschutz nach der neuen ICC-Schiedsordnung:
der„Emergency Arbitrator“, RIW 2013, 364 ff.; Voser & Boog, ICC Emergency
Arbitrator Proceedings: An Overview, 22 (Special supplement) ICC INT ’L COURT ARB.
BULL. 81 (2011); Castineira, The Emergency Arbitrator in the 2012 ICC Rules of
Arbitration, 2012 LES CAHIES DE L’ARBITRAGE (THE PARIS J. INT ’L ARB.) 65 (2012) およ
び次注(28)掲記文献の緊急仲裁人に関する箇所を参照。
28 この改訂作業の全体については，小田博「ICC仲裁規則の2012年改正」ジュリ
1435号92頁以下（2011年）のほか，Pörnbacher/Baur, Die Reform der Schieds-
gerichtsordnung der ICC, BB 2011, 2627 ff.; Marenkov, DIS-Herbsttagung„Die neue
ICC-Schiedsgerichtsordnung“, SchiedsVZ 2012, 33 ff.; MAYER (P.) et ROMERO (E. S.),
Le nouveau règlement d’arbitrage de la chambre de commerce international (CCI), Rev.
Arb. 2011, p.897 et s.; Voser, Overview of the Most Important Changes in the Revised ICC
Arbitration Rules, 29 ASA BULL. 783 (2011); Sessler/Voser, Die Revidierte ICC-
Schiedsgerichtsordnung－Schwerpunkte, SchiedsVZ 2012, 120 ff.; Goller, The 2012
ICC Rules of Arbitration－An Accelerated Procedure and Substantial Changes, 29 J.
INT ’L. ARB. 323 (2012) 参照。
29 これについては，澤田壽夫「仲裁機関規則の展開」松浦馨＝青山善充編『現代仲
裁法の論点』81頁以下（1998年）参照。また，仲裁前審判員と緊急仲裁人の両制度
の比較については，cf. Bühler, ICC Pre-Arbitral Referee and Emergency Arbitrator
Proceedings Compared, 22 (Special supplement) ICC INT ’L COURT ARB. BULL. 81
(2011).
30 1990年から2014年までの間に14件の利用しか報告されていない（なお，うち2件
は緊急仲裁人規定施行後の申立てに係るものである）。Carlevaris & Feris, Running
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因の1つは，仲裁前審判員規則31が opt-in方式，すなわち当事者が仲裁合
意とは別個に審判員制度を利用する旨の合意を明示的に行わない限り，そ
の適用がないとする方式を採用している（ICC審判員規3.1条）ことにあ
ると指摘された。ICCは審判員制度について積極的なマーケッティングを
行わなかったために，法律家の間でさえそのような制度の存在があまり知
られていないのでは，opt-in方式の下で利用が活発とならないのはやむを
得ないことである32。
そこで，改訂作業の当初の段階では，審判員制度を opt-out方式，すな
わち仲裁合意をした当事者が特にその適用を排除する旨の合意をしない限
り，当該制度の適用があるという方式に改めるだけにとどめることが考慮
された。しかし，opt-out方式とすると当該制度の適用が被申立人にとり
不意打ちとなるおそれがあるので，それは緊急の場合に限って適用される
のが適切と考えられるが，緊急性は審判員制度適用のための強行的な要件
ではないとの見解が存在する33。また，2003年4月29日のパリ控訴院判
決34は，審判員の決定を当事者間の契約に基礎を置くものと整理し，司法
in the ICC Emergency Arbitrator Rules: The First Ten Cases, 25 (1) ICC INT ’L COURT
ARB. BULL 25, 27 (2014).
31 以下，「ICC 仲裁前審判員規則」を「ICC 審判員規」と，「ICC 仲裁規則」を
「ICC仲裁規」と，「ICC付属規程Ⅴ」を「ICC付属Ⅴ」と略記することがある。ま
た，その他の仲裁機関の仲裁規則，付属規程に関しても，これに準じて「〇〇規」
「〇〇付属〇」と略記することがある。
32 Castineira, supra note 27, at 70.もっとも，2005年以降，標準モデル仲裁条項とと
もに，モデル opt-in 条項を公表するということは行ってきたようである。
Shaughnessy, Pre-arbitral Relief: The New SCC Emergency Arbitrator Rules, 27 J. INT ’L
ARB. 337, 351 (2010).
33 Gaillard & Pinsolle, The ICC Pre-Arbttral Referee: First Practical Experiences, 20 ARB.
INT ’L 13, 14-15 (2004); BENSAUDE, (D.), L’utilité de développer une procédure arbitrale
permettant d’obtenir certaines mesures provisoires ou conservatoires à côté des possibilités
offertes par les juridictions ordinaires: l’ exemple du Référé Pré-arbitral de la CCI,
International Law FORUM du droit international, 2005, p.35.
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的な要素を含むものとの性質決定を否定している。そして，この理解を前
提とすると，審判員の決定を執行名義の基礎とする可能性が最初から排除
されてしまうことが危惧される。
ICCは，以上のような理由によって，審判員規則を opt-out方式に改め
る方策を断念し，opt-out方式（ICC仲裁規29条6項ｂ）のまったく新し
い制度を創設してそれに関する規定を仲裁規則中に組み込むこととしたの
である35。もっとも，ICCは不意打ちの効果を危惧し，緊急仲裁人手続を
利用しない ICC仲裁標準条項を用意しているが，それは通常の標準条項
の末尾に「緊急仲裁人規定は適用されない。」との1文を付け加えるとい
うだけのものである。
⑵ 本論文が比較の対象とする他の仲裁規則にも opt-in方式を採用する
ものはない36。ただし，それらには，ICC仲裁規則と同様に，opt-outの可
能性を明示する類型（ICDR規1条1項，CPR規14条1項，ACICA規28
34 20 ARB. INT ’L 33＝Gaz. Pal. 2003, 1851.
35 Voser & Boog, supra note 27, at 83は，opt-out方式に改めるだけでは適切でない
理由として，さらに，ICC仲裁手続の利用者がフランス法の référésに基礎を置く
仲裁前審判員手続に不慣れであること（審判員の制度を契約中に opt-inしようとし
ても相手方の同意が得られないことが多かった〔Marenkov, a.a.O. (Fn.28), S. 39が
報告する Siemensの法務部長である Sesslerの指摘〕のもこの点が一因しているで
あろう）と，審判員規則が複雑すぎることをあげている。
36 各仲裁機関の緊急仲裁人規定を比較する論文として，前注(25)掲記の Ehle論文，
Roth & Reith 論 文 の ほ か，cf. Bose & Meredith, Emergency Arbitration: A
Comparative Analysis, 2012 INT ’L ARB. L. REV. 186 (http://www.klgates.com/files/
Publication/33e561cb-b459-47f5-bab1-856c51d8459b/Presentation/Publication-Attach
ment/f5e1a648-049e-4f63-afcf-f8d4dc91bae2/Emergency-Arbitration-Proce-dures_A-C
omparative-Ana lysis. pdf); Parley & Landon, A Comparative Review of Emergency
Arbitrator Provisions: Opportunities and Risks, in: S. FINIZIO & W. MILES & K. DAVIES
(eds.), THE INT ’L COMPARATIVE LEGAL GUIDE TO: INT ’L ARB. 2012, at 1, 3 (9th ed. 2012)
(http: //www. sidley. com/~/media/Files/Publications/2012/09/A% 20 Comparative
%20Review%20of%20Emergency%20Arbit-rator%20Pro__/Files/View%20Article/FileAtt
achment/IA12_Chapter1_Sidley%20Austin).
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条1項柱書，スイス規43条1項，ポーランド付属Ⅰ1条1項，LCIA 規
9.14条）と，そのような規定を置かずに「当該規則の下での仲裁を合意す
ることにより，当事者は緊急仲裁人の決定に遅滞なく従うことを確約す
る。」との趣旨の規定のみを置く類型（SCC付属Ⅱ9条2項，SIAC37付属
Ⅰ9条，HKIAC38付属Ⅳ16条，JCAA39規72条5項）とがある。そして，後
者の類型に属する規則（HKIAC規則）に関し，opt-outの可能性を認めな
いものとの理解を示す見解もあるが40，多くの論者はこの類型をも含めて
opt-out方式を採用していると理解している41。元々仲裁手続のあり方は当
事者の合意によって決定しうるものであったはずであり，緊急仲裁人手続
の排除を認めても別段他人の迷惑となるとも思われないから，後者の立場
の方が適切であろう。
2 被申立人の保護
⑴ ICCは，opt-out方式を採用する見返りとして不意打ちの防止のた
37 SIACの緊急仲裁人制度について，栗田・前掲注(27)2頁以下，同「シンガポー
ル国際商事仲裁[下〕」際商40巻6号863頁以下（2012年），栗田哲郎＝大森裕一郎
「第7回シンガポール：シンガポールにおける紛争解決制度⑴」JCAジャーナル62
巻5号31頁以下（2015年），青木大「シンガポール国際仲裁の実務」際商42巻2号
235頁（2014年）参照。
38 HKIACの緊急仲裁人の制度について，寺井昭仁「香港国際仲裁センターにおけ
る仲裁規則の改定について」際商41巻1号36頁以下（2013年）参照。
39 JCAAの緊急仲裁人の制度について，道垣内正人ほか『コンメンタール商事仲裁
規則』102頁以下（2014年）参照。なお，この解説書は，JCAAのウェッブサイト
から入手可能である。また，JCAA規則の改訂全般について簡単には，日本商事仲
裁協会仲裁部「商事仲裁規則の改正」JCAジャーナル61巻1号6頁以下（2014年）
参照。
40 青木・前掲注(37)41頁。
41 Ehle, supra note 25, at 91; Roth & Reith, supra note 25, at 68; Bose & Meredith,
supra note 36, at 188; Parley & Landon, supra note 36, at 2; Horn, Der Eilschiedsrichter
im institutionellen Schiedsverfahren, SchiedsVZ 2016, 23.
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めの配慮をするほか，濫用の防止（濫用としては，適当な暫定・保全措置
を逸早く取得して，有利な和解に持ち込むということが考えられている。）
や防御権の確保など，緊急仲裁人手続やその決定が被申立人に対して不当
な不利益を及ぼさないようにするための様々な措置を施している。具体的
には，申立人に高額な予納金の納付を求めること42に加えて，以下のよう
な諸点がある。
ⅰ 先に述べたことから窺えるように，当事者は「仲裁廷の構成を待つ
ことができない」緊急の場合にのみ，暫定・保全措置を求めることができ
る（ICC仲裁規29条1項）。緊急の場合であればよく，仲裁申立て後であ
る必要はないが，事務局が緊急仲裁の申立書を受理してから10日（延長可
能）以内に申立人から仲裁申立書を受領しなければ，仲裁裁判所の所長は
手続を打ち切ることができる（ICC付属Ⅴ1条6号）。10日という制限は
かなり厳しいから，申立人としては，緊急仲裁人手続の申立て前に相当程
度仲裁申立ての準備も進めておかなければならないことになろう。
ⅱ 一般的には改訂規則はその施行日である2012年1月1日以降に開始
された仲裁手続に適用になるとされているが（ICC仲裁規6条1項），緊
急仲裁人規定は仲裁合意がそれより前に締結されていれば適用にならない
（ICC仲裁規29条6項 a）。
ⅲ 緊急仲裁人規定は仲裁合意の署名者とその承継人に関してのみ適用
になるとされている（ICC仲裁規29条5項）。このことは3つのことを意
味している43。
第1に，仲裁合意の拘束力が例外的に署名者とその承継人以外の第三者
42 後述，Ⅲ4⑴参照。
43 Hauser, a.a.O. (Fn.27), S. 366; Marenkov, a.a.O. (Fn.28), S. 36; M. ARROYO (ed.),
supra note 13, at 816-817, Art. 29 ICC Rules paras.10-15 [Boog]; Voser & Boog, supra
note 27, at 85; Castineira, supra note 27, at 71-75; Sessler/Voser, a.a.O. (Fn.28), S.
127.
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に及ぶことがあるが44，上記規定の目的は，そのような第三者が緊急仲裁
人手続に引き込まれることにより不意打ちを受けることを防止する点にあ
る。そして，緊急時であるという状況に鑑みれば，承継に関しては，明白
な書面による証明が必要となろうと指摘される45。
第2に，上記規定は，ICC仲裁規則6条3項・4項による被申立人の保
護の代替として機能する。すなわち，これらの規定によれば，仲裁合意の
存在，有効性もしくはその範囲，複数の請求のすべてが同一の仲裁手続で
判断されるべきか否かに関する被申立人の主張については，仲裁廷が直接
判断するのが原則であるが，事務局長が仲裁裁判所に判断を求めたときは，
仲裁裁判所が決定するとされており，仲裁合意の一応の存在を認めれば，
当該仲裁合意の範囲において仲裁手続は進行することになっている。しか
し，緊急時であるという状況に鑑みれば，被申立人に当該争点に関する詳
しい主張・立証の機会を与える余裕はないであろう。そこで，29条5項は，
上記のような主張をする可能性が低く，主張があってもその当否の判断が
容易と思われる者に限定して，緊急仲裁人規定の適用があるとしたのであ
る。
第3に，上記規定は，投資協定仲裁への緊急仲裁人規定の適用の排除へ
と繋がる。投資協定仲裁の場合，国家間の国際約束である投資協定に基づ
いて，当該協定上の義務違反となる投資受入国の行為等をめぐって投資受
入国と相手方投資家との間で仲裁手続が行われるから，投資受入国と投資
家との間には直接的な仲裁合意はない。したがって，これらの者は仲裁合
44 仲裁合意の効力は合意に署名した当事者，その承継人のほか，第三者のための契
約の場合の第三者，倒産管財人，企業引受け（Unternehmensübernahme）の場合
の引受人，企業連合中のある企業が連合外の企業と締結した仲裁合意がその企業連
合に参加している他の企業を拘束する場合の当該の他の企業などにも及ぶとされる。
Nedden/Herzog, ICC-SchO/DIS-SchO (2014), Art.6 ICC-SchO Rdnr. 11-15 [Bassin].
45 M. ARROYO (ed.), supra note 13, at 816, Art. 29 ICC Rules para. 13 [Boog];
Castineira, supra note 27, at 73.
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意の署名者ではないし，その承継人でもないから，緊急仲裁人規定の適用
を受けないことになる。投資協定仲裁では判断に時間を要する複雑な管轄
上の問題が生ずるが46，その点に関する一応の判断に基づいて緊急仲裁人
手続が進められ，後に管轄が否定されることになるリスクが危惧されたの
である。
ⅳ 申立てに対して被申立人が答弁すべき短い期限やその方式が予め規
則によって決められているようなことはない。むしろ，これらは，緊急仲
裁人が個別事件の事情に応じて策定される手続予定（ICC付属Ⅴ5条1
項）の中で決定されることになろう。これにより，被申立人は申立てに対
応する体制を整えることができる。
⑵ opt-in方式を採る ICC仲裁前審判員手続では，基本的に，被申立人
の保護に対する配慮は緊急仲裁人手続の場合よりも薄いようである。
ⅰ 審判員は，ⓐ急迫のまたは償うことの困難な損害を回避し，それに
より当事者の権利または財産を保護するために差し迫って必要な保全また
は原状回復措置を命ずる権限，ⓑ他方の当事者または他の者に，なされる
べき支払をなすことを，一方当事者に命ずる権限，ⓒ署名もしくは文書の
引渡し，または一方当事者に署名もしくは文書の引渡しを獲得するように
命ずることを含めて，当事者間の契約によりなされるべきものとされてい
る措置をとることを当事者に命ずる権限，およびⓓ証拠方法を保全しまた
は確認するために必要な措置を命ずる権限を有する（ICC審判員規2.1条）。
このうち，ⓐ以外には，「急迫」とか「差し迫って」という類の文言は含
まれていないから，前述のように，審判員の措置には緊急性は強行的な要
件ではないとの見解が主張される。
また，仲裁申立て前であっても審判員手続の利用は可能であるが（ICC
審判員規1.1条），仲裁申立て47は，申立てを認容する命令を下した審判員
46 この点については，柴田寛子「実務的観点からの投資協定仲裁」三木浩一ほか編
『国際仲裁と企業戦略』380頁以下（2014年）参照。
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が命ずる場合にのみ必要となるに過ぎない（ICC審判員規6.4条 a）。
ⅱ opt-in方式では仲裁合意とは別個に審判員手続に関する合意が必要
であるから，ICC仲裁規則29条6項 aや同条5項に相当する規定は不要で
ある。答弁の提出に関しては，基本的に，書面によって申立書の写しの受
領後8日以内と一律に決められている（ICC審判員規3.4条）。
⑶ ICC以外の各仲裁機関の規則も緊急性を前提としている点は共通で
あるが，その他の点については若干の相違がある。
ⅰ ICC緊急仲裁人規定と同様に，仲裁申立て前に緊急仲裁人選任の申
立て（以下，「緊急仲裁の申立て」はこれと同義に用いる）を認める緊急
仲裁人規定もあるが（SCC付属Ⅱ1条1項，ACICA付属Ⅰ1条1項，ス
イス規43条3項，ポーランド付属Ⅱ1条2項，JCAA規70条7項），仲裁
申立てと同時かそれ以降でなければならないとするものもある（SIAC付
属Ⅰ1条1項，HKIAC付属Ⅳ1条1項，LCIA規9.5条）。申立人にとって
は前者の規定の方が便宜であることは言うまでもないが，そこでは被申立
人保護のために仲裁手続を後続させるための措置が必要である（明示はし
ていないが，これを定めていない ICDR，CPRの各規則は後者の類型に属
するであろう48）。そして，その措置には，ICC緊急仲裁人規定が採用す
る「緊急仲裁の申立書の受理から10日以内の仲裁申立書の受領」（スイス
規43条3項〔延長可能性を認める〕，JCAA規72条6項3号・70条7項）
というもののほか，「緊急仲裁人の決定から30日以内の仲裁手続開始」
47 審判員手続に後続するのは仲裁手続ではなく，国家裁判所の訴訟手続でもよいこ
とになっているが（ICC審判員規1.1条），わざわざ仲裁前審判員手続を選択した申
立人が本案の手続として裁判所手続を選ぶことは実際上考えられないであろうから
（Giessen, Der Pre-Arbitral-Referee und der Emergency Arbitrator in der internationa-
len Schiedsgerichtsbarkeit (2012), S. 39 ff.），ここではこの可能性を度外視する。
48 ICDR規則につき，このように指摘するのは，Lemenez & Quigley, The ICDR’s
Emergency Arbitrator Procedure in Action, Part I: A Look at the Empirical Data, 2008
DISPUTE RESOLUTION J. 1, 7.
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（SCC付属Ⅱ9条4項ⅲ，ポーランド付属Ⅱ7条 b），「緊急仲裁人の決定
から90日以内の仲裁廷の構成」（ポーランド付属Ⅱ7条 c，JCAA72条6項
1号〔3か月以内とする〕），「緊急仲裁人の決定から90日以内の仲裁廷へ
の事件の付託」（SCC付属Ⅱ9条4項ⅳ49）というものがあり，これらの
措置がとられないと緊急仲裁人手続は終了し，または発令された緊急仲裁
人の決定が失効するとされている。なお，1つの仲裁規則でこれらのうち
の複数の措置を採用しているものがあるし，「仲裁申立書の提出」という
もの以外のものは，仲裁申立てより前には緊急仲裁の申立てを認めない立
場とも結びつきうるものである。実際，そのような立場を前提としながら，
「90日以内に仲裁廷を構成」という方式を採用している緊急仲裁人規定も
ある（SIAC付属Ⅰ7条，HKIAC付属Ⅳ19条 d〔延長可能性を認める〕）。
ⅱ ICC緊急仲裁人規定と同様に，緊急仲裁人規定は遡及的には適用に
ならない旨を明文で定める仲裁規則もあるが50（HKIAC規1条4項），多
くは特段の規定を置いていない。その場合は，それぞれの仲裁規則の一般
規定（たとえば，SCC規則前文，スイス規1条3項，JCAA規附則1条）
に従って，緊急仲裁人規定も各仲裁規則の施行日以降に適用される，すな
わち仲裁合意自体はそれ以前に締結されていてもその仲裁合意に遡及的に
適用されることになろう51。
49 ただし，この期間に関しては，延長を認める解釈がある。被申立人が仲裁人を選
任しないとか，仲裁費用のための担保のうちの自己の負担分を支払わないことによ
り，仲裁付託を遅らせることがあるからである。Shaughnessy, supra note 32, at
344.
50 2006年の ICDR規則37条1項にも明文規定があったが，2014年改訂規則では削除
されている。これはおそらく，時間が経ったので2006年以前の仲裁合意に基づく事
件が ICDR仲裁に持ち込まれることがなくなったためであり，ICDRの態度に変更
があったわけではないのではないかと推測される。Id. at 355は，SCCに関し，統
計的に仲裁合意から仲裁の開始に至るまで4年位が普通であるから，遡及的適用の
可否をめぐる問題は早晩消滅するであろうと指摘する。
51 SCCに関する遡及的適用を認めたのが適当であった否かの議論につき，cf. Id. at
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ⅲ ICC仲裁規則29条5項のような規定は他の仲裁規則には置かれてい
ない。これは，投資協定仲裁が緊急仲裁人規定を有する仲裁規則の中では
ICC仲裁規則を利用して行われることがあるが，他の仲裁規則が利用され
ることはあまりないという点に1つの理由があろう52。
ⅳ 各仲裁機関の規則においても，被申立人の答弁のための期限や方式
が定められていることはない。それらは，すべて緊急仲裁人の裁量に委ね
られることになろう。
3 その他
⑴ 既にあげたほかに，ICC緊急仲裁人手続の特徴として以下のような
点を指摘することができる。
ⅰ それは，当事者が保全措置，暫定措置またはこれに類する措置を講
ずることを定める他の仲裁前手続に合意している場合は適用にならないと
いう制限にも服する（ICC仲裁規29条6項 c）。この制限は国際コンサル
ティング・エンジニアリング連盟（FIDIC：Fédération Internationale des
Ingénieur-Conseils）の代表者によって表明された危惧に対応するために
導入されたものである53。すなわち，国際的な建設契約の標準的契約約款
351-355.
52 ただし，柴田・前掲注(46)376頁によると，公開情報から判明する累計514件
（2012年末現在）の投資協定仲裁のうち，ICSID 条約および ICSID Additional
Facility Rulesに基づく仲裁が314件（61％），UNCITRAL仲裁規則に基づく仲裁が
131件（26％），SCC仲裁規則に基づく仲裁が27件（5％），ICC仲裁規則に基づく
仲裁が8件（1.6％）となっており，SCC規則に ICC仲裁規則29条5項に対応する
ような規定が入っていない理由は不明である。実際，最近，SCC仲裁において緊
急仲裁人手続が利用された事件が2件報告されており（後述，Ⅴ2⑶ⅲ参照），そ
れで差し支えないのであれば，ICC仲裁規則に29条5項のような規定を入れること
の正当化根拠の1つは揺らぐことになろう。
53 Voser, supra note 28, at 814. なお，大本俊彦「建設紛争」法時87巻4号40頁
（2015年）によると，2012年の ICCに対する新規の仲裁付託のうち，17％が建設関
係であり，2014 ICC Dispute Resoluiton Statistics（supra note 24, at 15) によると，
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である FIDIC条件書では，仲裁となる前に紛争を Dispute Board（DB：
紛争処理委員会）に付託することを当事者に義務付けている。そして，そ
こでは，独立・中立のメンバーからなる DBが建設プロジェクトの立ち上
げと同時に設置され，長期にわたる建設工事の進捗と問題について視察を
行いつつ，紛争予防に努めるが，もし紛争が発生すれば，特に DBの一種
である Dispute Adjudication Board（DAB：紛争裁定委員会）は当事者を
契約的に拘束する裁定を下し，これに不満のある当事者は仲裁を申し立て
ることもできるという仕組みが用意されている54。上記の危惧は，当事者
が ICC仲裁に合意したことによってその緊急仲裁人規定の適用を受ける
ことになると，この仕組みが適用されないことになってしまうのではない
かという趣旨であるが，逆に，FIDIC条件書によるとの合意があれば緊急
仲裁人規定の方が適用されないとして，それに対応したのである。
このように，この規定は FIDIC条件書を念頭に置いて作成されたが，
一般的なものであるから，それのみならず ICCの仲裁前審判員手続もこ
の下に入るようにも思われる。そうすると，そのような合意が有効になさ
れているかのほか，合意されたある仲裁前手続が上記規定の手続に該当す
るかに関しても，場合によっては困難な問題が生ずるのではないかと予測
されている55。また，そもそも，当該仲裁前手続によっては契約的な性質
の措置しか講じえず，執行適格の基礎となる決定には結びつかない場合
（FIDIC条件書の手続やパリ控訴院によれば ICC審判員手続もそのような
手続である）に，それを上記規定の意味における仲裁前手続と言いうるか
という問題もありうると指摘される56。
2014年では19％であった。
54 この仕組みの詳細について，大本俊彦「国際建設紛争」三木浩一ほか編『国際仲
裁と企業戦略』348頁以下（2014年），同・前掲注(53)39頁，42頁参照。なお，
FIDIC (Red Book 1999) の紛争処理に関わる条項（Subclause 20）につき，http:
//onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/9780470697641.app1/pdf
55 Voser, supra note 28, at 814; Sessler/Voser, a.a.O. (Fn.28), S. 127.
154 専修法学論集 第127号
ⅱ 緊急仲裁の申立て前は，当事者は国家裁判所に対して無制限に保全
処分の申立てを行うことができる。前者の申立て後であっても，適切な状
況があれば，後者の申立ては妨げられない。後者の申立てや国家裁判所に
よって取られた措置は，遅滞なく事務局に通知されなければならない
（ICC仲裁規29条7項）。国家裁判所の保全処分に関する並行的権限を認め
た規定であるが，一部の国家裁判所が緊急仲裁人規定の存在それ自体を理
由にして保全処分の発令を否定することになりうる57との起草過程におい
て表明された懸念に対応するために設けられたものである58。何が適切な
状況かは，保全処分を求められた国家裁判所がそれぞれの具体的事案にお
いて判断することになるが59，逆に，先に国家裁判所に申立てがなされて
いる場合に，緊急仲裁人手続の申立てをなしうるかは問題として残されて
いる。
⑵ ICC仲裁前審判員手続は opt-in方式であるから，それに関する規則
中には ICC仲裁規則29条6項 cのような規定は含まれていないのは当然
であるが，各仲裁機関の緊急仲裁人規則中にも置かれていない。
56 Castineira, supra note 27, at 82; Voser & Boog, supra note 27, at 88; Voser, supra
note 28, at 815. MAYER (P.) et ROMERO (E. S.), op. cit., note 28, p. 919, no 53は，
FIDIC条件書の手続についても，ICC仲裁前審判員手続についても問題を肯定する
が，Voser & Boog, supra note 27, at 88は，司法的な性質を含む手続にのみ当該規定
の適用は限定されるとする。
57 アメリカには仲裁合意の存在を理由に仮の権利保護（attachment）を否定する判
例（McCreary Tire & Rubber Co. v. CEAT S.p.A., 501 F. 2d 1032 (3d Cir. 1974);
Metropolitan World Tanker Corp. v.P.N. Pertambangan Minjakdangas Bumi Nasional,
427 F. Supp. 2 (S.D.N.Y. 1975); Cooper v. Atélies de la Motobécane S.A., 442 N.E. 2d
1239 (N.Y. 1982)）が存在することを慮ったものと思われる。
58 Voser, supra note 28, at 814.
59 J. HAKANEN, EMERGENCY ARBITRATION 56 (Master’s Thesis University Helsinki, 2013)
は，ICC仲裁規則29条7項と同文の FCC付属Ⅲ1条3項に関して，それは単なる
訓示規定であって，実際上，それによって緊急仲裁の申立て後の国家裁判所への暫
定・保全措置の申立てが制限されることはないとの解釈を示している。
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ICC仲裁前審判員規則1.1条は，国家裁判所が紛争と取り組む前におけ
る審判員の暫定・保全措置の権限を認めている。また，緊急仲裁人の暫
定・保全措置と国家裁判所のそれとの関係に関しては全く明文規定を欠く
仲裁機関の規則（ポーランド規則，JCAA 規則）もあるが，仲裁廷の暫
定・保全措置と国家裁判所のそれとの関係に関する明文規定（SCC規32
条5項，SIAC 規26条3項，ACICA 規28条8項，スイス規26条5項，
HKIAC規23条9項）に準じて考えることにしているのではないかと思わ
れる規則もある。その明文規定とは，国家裁判所に対する暫定・保全措置
の申立ては仲裁合意と矛盾するものとか仲裁合意の放棄とはみなされえな
い，といった類のものである（ただし，SIACは，仲裁廷構成後は例外的
場合に限るとしている）。さらに，緊急仲裁人の暫定・保全措置と国家裁
判所のそれとの関係に関する独自の規定がある場合もあるが，それは，国
家裁判所に対する暫定・保全措置の申立ては緊急仲裁人規定や仲裁合意と
矛盾するものとか仲裁合意の放棄とはみなされえない，といった趣旨のも
のである（ICDR規6条7項，CPR規14条13項）。審判員規則の下でも上
記の何らかの規定のある各緊急仲裁人規定の下でも，申立てが何もない段
階では審判員ないし緊急仲裁人と国家裁判所に暫定・保全措置に関する並
行的権限が認められるのは明らかであろうが，一方に対する申立てが先に
なされた場合に他方の権限がどうなるかは，一部にせよ解決を与えた ICC
緊急仲裁人規定の場合とは異なって，完全に問題として残されている
（SIACでは，SIAC規26条3項に準じて考えるとすれば，ICC緊急仲裁人
規定とは異なった基準時，基準内容によってではあるが，一部は解決され
ている）。ただ，LCIA規則9.12条は，「緊急仲裁人規定は国家裁判所また
は他の司法当局への申立ての権利の選択肢または代替物と見られてはなら
ない。」としているから，そこでは，一方に対する申立て後も他方への申
立ては許されるということになろう。
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Ⅲ 手続の流れ
1 申立て
⑴ ICC緊急仲裁人手続の利用を望む申立人は，申立書を事務局に提出
しなければならない（ICC付属Ⅴ1条1項）。その際，申立書には，ⓐ当
事者の氏名，名称，住所およびその他の連絡先，ⓑ申立人の代表者の氏名，
住所およびその他の連絡先，ⓒ申立てに至った状況と仲裁に付託された，
または付託されるべき基礎にある紛争についての記述，ⓓ求める緊急措置
の説明，ⓔ申立人が仲裁廷の構成を待たずに緊急の暫定措置または保全措
置を必要とする理由，ⓕ関係するすべての契約，特に仲裁合意，ⓖ仲裁地，
適用される法規または仲裁の言語に関する合意，ⓗ予納金の支払の証明，
ⓘ「仲裁申立書」および基礎にある紛争に関連するその他の提出書面で，
申立て前に緊急仲裁人手続のいずれかの当事者が事務局に提出したもの，
を記載しなければならない（ICC付属Ⅴ1条3項）。
仲裁裁判所の所長が，申立書に基づき，ICC仲裁規則29条5項・6項に
照らして緊急仲裁人規定が適用されるとの結論に達するときは，事務局は
申立書と添付書類の写しを被申立人に送付する。所長が適用不可と考える
ときでも，事務局は緊急仲裁人手続が行われない旨を当事者に通知し，参
考として申立書の写しを被申立人に送付する（ICC付属Ⅴ1条5項）。手
続が行われないときでも申立書の写しを送付することは，濫用防止の一助
となる。
他方で，所長は可能な限り短期間（通常は事務局が申立書を受理してか
ら2日以内）に，緊急仲裁人を選任する（ICC付属Ⅴ2条1項）。ただし，
緊急仲裁人は，事務局から仲裁廷に一件書類が送付された後は選任されな
いが，それ以前に選任された緊急仲裁人は，申立てについて判断する権限
を保持する（ICC付属Ⅴ2条2項）。ともあれ，緊急仲裁人が選任された
仲裁廷構成前の暫定・保全措置 157
ときは，事務局は当事者にその旨を通知し，緊急仲裁人に一件書類を送付
する。その後，当事者からの通信文書はすべて，直接，緊急仲裁人に提出
され，他方当事者と事務局にはその写しが送付される。緊急仲裁人からの
当事者宛の通信文書の写しは事務局に提出される（ICC付属Ⅴ2条3項）。
⑵ ICC仲裁前審判員規則では，申立書に（既に選択されているなら
ば）審判員の氏名，（選択されていなくとも）技術的，専門的能力，国籍，
言語能力を含む審判員の選択に関わる情報を記載することになっているが
（ICC審判員規3.2.2条 d,e），緊急仲裁人規定ではそのようなことは要求
されていない60。前述のように短期間に緊急仲裁人を選任しなければなら
ないから，当然である。他の仲裁機関の緊急仲裁人規定でも同様の扱いに
なっている。
ICC仲裁前審判員規則では，使用言語が英語，フランス語またはドイツ
語でないときは，申立書のこれらの1への翻訳が申立書に添付されなけれ
ばならないとされているが（ICC審判員規3.2.2条柱書），緊急仲裁人規定
では，申立書は当事者の合意言語（合意がなければ仲裁合意の言語）によ
って作成すれば足りる（ICC付属Ⅴ1条4項）。他の仲裁機関の緊急仲裁
人規定の中で ICC仲裁前審判員規則と同様の態度を示しているのはポー
ランド緊急仲裁人規定だけであり，これは使用言語がポーランド語，英語，
ロシア語でなければ，これらの1への翻訳の添付を要求している（ポーラ
ンド付属Ⅱ2条4項)61。
SCC付属規程Ⅱ2条 vを例外とし，緊急仲裁人手続の地は，それ自体
60 ただし，「申立書には，申立人が適切と考える，申立ての効率的審理に資するそ
の他の文書または情報を含めることができる」（ICC付属Ⅴ1条3項）から，緊急
仲裁人候補者の氏名，能力等を記載できないわけではなく，記載すればそれなりに
尊重はされるであろう。
61 なお，スイス規則3条5項は，仲裁通知（申立書）について，英語，ドイツ語，
フランス語，イタリア語で書かれていなければ，事務局はその翻訳の提出を要求し
うるとしている。
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としては ICC仲裁前審判員手続や ICC等の緊急仲裁人手続の申立書の記
載事項とはされていない。理論的には，当事者は，緊急仲裁人手続地の裁
判所に，暫定・保全措置の決定の承認・執行を求めるとか，緊急仲裁人の
暫定・保全措置の権限を争うとか，それに関する忌避の申立てをするとい
ったことが考えられる。しかし，緊急を要し，手続が迅速に進められると
いう状況に鑑みれば，これらのことが実際に問題となることは少ないであ
ろうから，多くの規則の態度は首肯しうるところであるとされる62。
⑶ ICC仲裁前審判員規則3.2.2条 fが，申立書（の写し─以下，省略）
がすべての相手方当事者へ送付された旨の確認の申立書への記載を要求し
ているのも，ICC緊急仲裁人規定と異なる点である。これは，申立書の相
手方当事者への送付が申立人の責任であること（ICC審判員規3.2条）の
反映である。他の緊急仲裁人規定のうちにも，申立書の送付の主体，申立
書への記載の2点について同様の態度を示すものがある（ICDR規6条1
項，CPR規14条3項，HKIAC付属Ⅳ2条 f）。また，上記のようなことの
申立書への記載は要求していないが，申立書の送付の主体を申立人として
いる緊急仲裁人規定もある（SIAC付属Ⅰ1条，LCIA規9.5条）。無論，
ICC緊急仲裁人規定と同様に，事務局から申立書を被申立人に送付すると
する緊急仲裁人規定もある（SCC付属Ⅱ3条，JCAA70条6項・16条1項。
ポーランド付属Ⅱ2条3項も同様であるが，送付の時期を緊急仲裁人選任
後としている）。
いずれにせよ，これらの緊急仲裁人規定の下では，緊急仲裁人の決定の
前に申立書が被申立人に送付されるのであるから，その意見を聴取しない
62 Castineira, supra note 27, at 85. ただし，承認・執行は，緊急仲裁人の決定が下さ
れ，その手続が一応終わった後で問題となることであるから，相対的にはそれ以前
ほど緊急性の要請は高くないと思われるので，それとの関係では，仲裁地とは別個
に，緊急仲裁人手続地を問題としておく意味がないとは言えないのではなかろうか。
もっとも，そもそも執行しえないのではないかという問題はある。
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ままに決定を下すことはできないことになる。いわゆる ex parteな手続は
認められないのであるが，この例外がスイス規則と LCIA規則である。す
なわち，緊急仲裁人規定であるスイス規則43条は申立書の送付に関する規
定を含んでおらず，他方で，仲裁廷による暫定・保全措置に関する同規則
26条3項が「例外的状況においては，仲裁廷は，予備的命令によって，申
立書が他方当事者に伝達される前に，暫定措置の申立てに基づいて決定を
することができる63。ただし，少なくとも予備的命令と同時に，その伝達
がなされ，かつ，他方当事者に直ちに審問の機会が与えられるものとす
る。」と規定しており64，緊急仲裁人手続においても同様に扱われるべき
ものと理解されている65。また，LCIA規則9.7条は，「緊急仲裁人は，状
況に応じて適切と判断する方法で緊急手続を指揮する。その際，そのよう
な緊急手続の性質，可能であれば各当事者に（その機会を利用するか否か
に関係なく）緊急救済の請求に関して意見を述べる機会を与える必要性，
緊急救済の請求および理由，並びに当事者のその他の主張を考慮に入れる
ものとする。」としている。そして，この規定は黙示的に ex parteな手続
を認めているとか66，「可能であれば」とある点を捉えて，そうであれば，
例外的状況においては被申立人に審問の機会を与えずに決定を下すことが
可能であると指摘される67。
63 ACICA 付属規程Ⅰも申立書の送付に関する規定を含んでいないが，他方で，
ACICA規則はスイス規則26条3項のような規定も含んでいないから，ex parteな手
続は認めないものと推測される。
64 この規定は2012年の改訂の際にスイス規則に取り入れられたものであるが，既に
明文規定のない2004年規則の下で同様な理解がなされていた。M. ARROYO (ed.),
supra note 13, at 526-527, Art.26 Swiss Rules paras. 35-37 [Magliana].
65 M. ARROYO (ed.), supra note 13, at 644-645, Art. 43 Swiss Rules paras. 36-38
[Habegger]; Ehle, supra note 25, at 98; Parley & Landon, supra note 36, at 3.
66 Horn, a.a.O. (Fn.41), S. 23 Fn. 12.
67 Santacroce, The emergency arbitrator: a full-fledged arbitrator rendering an
enforceable decision?, 31 ARB. INT ’L 283, 286 (2015). なお，LCIA規則改正前の文献で
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⑷ 仲裁前審判員も所長が選任する。ただし，その選択については当事
者の合意が認められており，また，選択のための時間的余裕が8日，その
起算点が他方当事者が申立書を受領した時点となっているのは（ICC審判
員規3.4条・4.1条・4.2条），ICC緊急仲裁人規定との相違点である。これ
に対し，他の仲裁機関の緊急仲裁人規定では，選任するのは，仲裁機関そ
れ自体（ICDR規6条2項〔管理者とされているが，それは ICDRを指す。
ICDR規1条3項〕），CPR規14条5項，ACICA付属Ⅰ2条1項，HKIAC
付属Ⅳ5条，JCAA規71条1項）か，仲裁機関の理事会（SCC付属Ⅱ4条
1項），裁判所（スイス規43条2項，LCIA 規9.6条）またはその所長
（SIAC付属Ⅰ2条，ポーランド付属Ⅱ4条1項）である。また，そのため
の時間的余裕は24時間（SCC付属Ⅱ4条1項），1営業日（ICDR規6条
2項，CPR規14条5項，SIAC付属Ⅰ2条，ACICA付属Ⅰ2条1項），2
日（HKIAC付属Ⅳ5条），2営業日（ポーランド付属Ⅱ4条1項，JCAA
規71条4項），3日（LCIA 規9.6条），「可能な限り早く」（スイス規43条
2項）であり，起算点は選任権者による申立書等の受領時となっている
（ただし，SIAC付属規程と LCIA規則とでは，登録係による受領時とされ
ている）。CPR規則では，当事者による緊急仲裁人の選択が認められてい
る。
緊急仲裁人の選任のための時間が極めて限られているために，特別な候
補者名簿を用意することとしている仲裁機関もあるが（ICDR規37条3項，
CPR規14条5項），ICCはそのような名簿を有しないようである。この点
に関しては，緊急仲裁人となるような者は経験ある有能な法律家であり，
多忙であるから，いつ依頼を受けるかも分からない，そして一たん依頼を
受ければ短期間に処理しなければならない仕事を引き受け得るか否か，予
め回答することは困難であるので，名簿の作成をしないのにも理由がある
ある前注(64)掲記の文献が当該規則に言及していないのは当然として，前注(65)掲
記の文献も本注掲記の文献も，例外としてのスイス規則に言及していない。
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との指摘がある68。
2 緊急仲裁人
⑴ 緊急仲裁人は，不偏でありかつ仲裁に関与する当事者から独立した
者であることを要し，かつ，そのようにあり続けなければならない（ICC
付属Ⅴ2条4項）。選任に先立ち，緊急仲裁人候補者は，仲裁人受諾，活
動可能性，不偏性および独立性の宣誓に署名しなければならない（同条5
項）。仲裁人候補者に関しては，選任に先立っての不偏性，独立性に影響
しうる情報の開示義務，それに対する当事者の意見陳述権が定められてい
るが（ICC仲裁規11条2項），緊急仲裁人に関してはそのような規定は置
かれていない。緊急性に鑑みれば意見陳述権に関する規定がないのはやむ
を得ないであろうが，開示義務に関する規定はあってしかるべきであろう。
仲裁人に関してとは異なって，国籍，住所，当事者が国籍を有する国との
その他の関係（ICC仲裁規13条1項）を緊急仲裁人選任に際して考慮すべ
き要素としてあげていないのも，緊急性の故である。それよりも，不偏性，
独立性の方が重要である。緊急仲裁人は，申立ての原因となった紛争に関
する仲裁において，仲裁人を務めてはならない（ICC付属Ⅴ2条6項）。
緊急仲裁人に関しても忌避が認められている。それは，忌避を行う当事
者が，緊急仲裁人の選任の通知を受領してから，または当該当事者が忌避
の理由となる事実および状況を知った日が通知を受領した日より後である
場合にはその日から3日以内に行わなければならない（ICC付属Ⅴ3条1
項）。忌避については，事務局が緊急仲裁人および他方当事者に，適当な
期間内に書面で意見を表明する機会を与えた上で，仲裁裁判所が決定する
（同条2項）。緊急仲裁人の選任権者（所長）と忌避についての決定権者
（裁判所）を分離しているのは予断防止のためであるが，所長が裁判所の
68 Castineira, supra note 27, at 80. その場合は，仲裁人候補者の名簿から緊急仲裁人
も選ぶことになろう。
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メンバーから排除されていないのは不徹底である。忌避についての決定が
特に緊急を要するときは，所長または副所長は，所長（それが欠ければ副
所長の1人）は裁判所のために緊急の決定をなしうるとの一般規定（ICC
仲裁規1条3項）を援用することができよう。しかし，忌避に明らかに理
由がないとの理由では，そうすることは認められない。
⑵ ICC仲裁前審判員規則には審判員の不偏性，独立性に関する規定は
置かれていないが，忌避に関する規定（ICC審判員規4.4条）や関連の仲
裁手続において仲裁人となれないとの規定（同2.3条。緊急仲裁人規定と
異なり，当事者の合意があれば別とされている。）は置かれている。
ICC以外の仲裁機関の緊急仲裁人規則中には，すべて緊急仲裁人の不偏
性，独立性に関する規定，忌避に関する規定が置かれている。ただし，忌
避申立てをすべき期限に関しては相違があり，24時間以内（SCC付属Ⅱ
4条3項，ポーランド付属Ⅱ4条3項），1営業日以内（ICDR規6条2
項，CPR規14条6項，SIAC付属Ⅰ3項，ACICA付属Ⅰ2条1項），2営
業日以内（JCAA規71条4項），3日以内（スイス規43条4項，HKIAC付
属Ⅳ8条），14日以内（LCIA規9.6条・10.3条）となっており，大体，緊
急仲裁人選任のための期間の長短と対応している。また，緊急仲裁人は関
連の仲裁手続においては仲裁人となれないとの規定，ICC緊急仲裁人規定
にはない不偏性等に影響しうる情報の事前の開示義務に関する規定も多く
の緊急仲裁人規定中に存在する（たとえば，前者につき JCAA規72条8
項69，後者につき ICDR規6条2項，SIAC付属Ⅰ3条，スイス規43条4
項・9条2項）。
69 ただし，これは当事者の合意があれば別であるとしているが，ICC緊急仲裁人規
定のようにそのような明文がなくとも，ここでは当事者自治の方が優先すると解さ
れる。Voser & Boog, supra note 27, at. 87.
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3 審 理
⑴ 両当事者が仲裁地について既に合意しているときは，その地を緊急
仲裁人手続の地とする。そのような合意がないときは，仲裁裁判所の所長
が緊急仲裁人手続の地を決定するが，その決定は仲裁地の決定に影響を与
えることはない（ICC付属Ⅴ4条1項）。合意がないときに仲裁地を決定
するのが裁判所であるのに対し，ここでの決定権者が所長であるのも，緊
急性の故であろうが，両者が決定に際して考慮する要素に差異はないであ
ろう。したがって，外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約（ニューヨ
ーク条約）を批准していない国や仲裁人に暫定・保全措置の発令権限を認
めていない国に属する地を緊急仲裁人手続の地とすることは回避されるで
あろう70。また，すべての緊急仲裁人との会合は，緊急仲裁人が適切と考
える場所における現実の出席による会議またはテレビ会議，電話会議その
他これに類する通信手段によって行うことができる（同条2項）。
緊急仲裁人は，緊急仲裁人手続の手続予定を，可能な限り短期間（通常
は緊急仲裁人に一件書類が送付されてから2日以内）に決定しなければな
らない（ICC付属Ⅴ5条1項）。また，申立ての内容と緊急性を考慮して，
適切と考える方法で手続を指揮するが，公正かつ公平に行動し，どの当事
者にも主張を説明するための適切な機会を確保しなければならない（同条
2項）。
⑵ ICC仲裁前審判員規則はその手続地に関する規定を持たないが，他
の緊急仲裁人規定でもそれを有するものは半数に満たない（SCC付属Ⅱ
5条，スイス規5条，ポーランド付属Ⅱ5条3項，HKIAC付属Ⅳ10条。
たとえば，最後のものは，当事者が仲裁地について合意していればそれを
緊急仲裁人手続の地とし，合意がなければ香港とするとしている）。その
原因は，前述のように，その手続地が実際上の意味を持つことがあまりな
70 Castineira, supra note 27, at 84.
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いと考えられたからと思われる。関係者の会合に関して，他の緊急仲裁人
規定も ICC緊急仲裁人規定と同趣旨の規定を有するが（たとえば，CPR
規14条8項），20年以上前に起草された ICC仲裁前審判員規則は，審判員
は，それが定める日時・場所へ出頭するように当事者を呼び出すことがで
きるとするに過ぎない（ICC審判員規5.5条）。
手続予定の決定はもちろん，公正・公平行動義務，当事者の平等取扱い
義務も審判員規則には明文規定がないものである。ただし，審判員規則は，
当事者は，審判員に，付託された条項を実行する機会を与え，特に，審判
員が必要と考えるすべての書類を利用可能とし，かつ，調査・研究の目的
のためにいかなる場所であれ，そこへの自由なアクセスを認める義務を負
担するとして（ICC審判員規5.4条），当事者に大幅な審理への協力義務を
課している。
他の緊急仲裁人規定でも，手続予定の決定に関して明文規定を置くもの
はあまり多くはない（ICDR規6条3項，SIAC付属Ⅰ5条，JCAA規72条
2項）。それに対し，公正・公平行動義務，当事者の平等取扱い義務は多
くの緊急仲裁人規定でも定められるところであるし，明文規定がなくとも
当然のことであろう。その中で，特に，JCAA規則72条3項は，「緊急仲
裁人は，緊急保全措置命令の適否の判断のために必要と認めるときは，1
日に限り審問期日を開くことができる。」とするが，LCIA規則9.7条は，
前述（Ⅲ1⑶）の文章に引き続き，わざわざ「緊急仲裁人は，（現実の対
面によるのであれ，電話その他の方法によるのであれ）当事者の審問期日
を開くことは要求されず，利用可能な書面に基づいて緊急救済の請求につ
いて決定することができる。」と定めている。JCAA規則はおそらくわが
民事保全法23条3項を意識したのであろうし，LCIA規則は特に緊急性・
迅速性に配慮したものであろう。
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4 費 用
⑴ ICC緊急仲裁人手続においては，申立人は，ICC管理費用として1
万米ドルおよび緊急仲裁人の報酬と費用として3万米ドルの合計4万米ド
ル（約412万円，1米ドル＝103円で換算）の金額を支払わなければならず，
事務局は，この金額の支払を受領するまでは，付属規定Ⅴ1条5項による
申立ての通知を行わない（ICC付属Ⅴ7条1項）。この高額の予納義務は，
濫用的な申立ての防止手段として機能しうる。そして，仲裁裁判所の所長
は，緊急仲裁人手続の間いつでも，特に，事案の性質並びに緊急仲裁人，
仲裁裁判所，所長，事務局が行う業務の性質および量を考慮して，緊急仲
裁人の報酬または ICCの管理費用の増額を決定することができる（同条
2項）。減額の可能性はないことに注意しなければならない。申立書を提
出した当事者が事務局の定める期限内に増額費用を支払わなかったときは，
申立ては取り下げられたものとみなされる（同条2項）。
⑵ ICC仲裁前審判員手続では，申立てに際して2,500米ドルの管理費
用，同額の審判員の報酬・費用，合計5,000米ドル（約51万5,000円）を予
納しなければならない（ICC審判員規則付属規程 B第1項）。その後，一
件書類が審判員に送付された後，審判員と当事者と相談した上で，事務局
が手続費用の評価額をカヴァーする予納額を確定する（同規定 B第2項）。
他の仲裁機関における緊急仲裁人手続申立てに際して要求される予納額
は71，低額の方から，CPRでは2,500米ドル（約25万7,500円，CPR管理仲
裁費用規程第2項），ACICA では緊急仲裁人報酬1万豪ドル，申立費用
2,500豪ドルの合計1万2,500豪ドル（約96万2,500円，1豪ドル77円で換
算。ACICA費用規程），SCCでは緊急仲裁人報酬1万2,000ユーロと申立
費用3,500ユーロの合計1万5,500ユーロ（約175万1,500円，1ユーロ＝
113円で換算。SCC付属Ⅱ10条2項），JCAAでは管理料金21万6,000円と
71 各仲裁機関の費用規程類も，それぞれのウェッブサイトに掲載されている。
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予納金10万円（JCAA管理料金規程7条2項）に緊急仲裁人の報奨金216
万円（JCAA仲裁人報奨金規程9条2項）の合計247万6,000円であり，ス
イス規則では償還されない登録料4,500瑞フランと前払手続費用2万瑞フ
ランの合計2万4,500瑞フラン（約257万2,500円，1瑞フラン＝105円で換
算。スイス規則付属規程第1.6項）となっている。さらに，HKIACでは，
管理費用4万5,000香港ドルと緊急仲裁人の報酬・費用20万5,000香港ドル
の合計25万香港ドル（約350万円，1香港ドル14円で換算。HKIAC費用規
程2015。2013年規程では18万香港ドルであったものが大幅に値上げされ
た），LCIA では，申立費用8,000英ポンドと緊急仲裁人報酬（費用を含
む）2万英ポンドの合計2万8,000英ポンド（約386万4,000円，1英ポン
ド138円で換算。LCIA費用規程）となっており，かなり高額である。い
ずれにせよ，増減の可能性は別として，これらは一応定額であるが，
SIACでは，管理費用として5,000シンガポールドル（約38万円，1シンガ
ポールドル＝76円で換算。ただし，シンガールの当事者は消費税が付加さ
れて5,350シンガポールドル）に加えて，報酬規程に従って計算される単
独仲裁人の最高報酬額の20％を限度とした緊急仲裁人報酬（ただし，2万
シンガポールドル〔約152万円〕を下限とし，この部分は緊急仲裁人の選
任後に遅滞なく支払われるものとする。）となっており（SIAC費用規程），
可変的である。また，ICDRでは管理費用は徴収されず，緊急仲裁人はタ
イム・チャージで通常の（緊急仲裁人，ICDRと当事者の協議によって決
定される）料率の報酬を受ける（実務上，各当事者は半額ずつの寄託を求
められる）ことになっているようである72。
72 Cf. Ehle, supra note 25, at 93; Lemenez & Quigley, supra note 48, at 7. 無論，（これ
は他の仲裁機関でも同様であるが）本案の仲裁申立てのための予納金は必要である。
なお，リヴァイアサン同盟仲裁裁判所のウェッブサイトにはポーランド語の費用規
程しか掲載されておらず，筆者の語学能力の関係から，同同盟の緊急仲裁人手続の
利用に際して必要な予納額は分からなかった。
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以上のように，各仲裁機関によって必要な予納金額にはかなりバラツキ
があるが，その中で ICCの緊急仲裁人手続のためのそれは，HKIACおよ
び LCIAと並んでかなり高額であるといえる。
⑶ ICC緊急仲裁人手続においては，緊急仲裁人が，その命令中で，緊
急仲裁人手続の費用を確定し，いずれの当事者がそれをいかなる割合で負
担すべきかを決定する（ICC付属Ⅴ7条3項）。緊急仲裁人手続の費用に
は，ICCの管理費用，緊急仲裁人の報酬と費用，並びに緊急仲裁人手続の
ために当事者が負担した合理的な法的およびその他の費用が含まれる（同
条4項）。仲裁廷は，そのような費用の負担割合の再審査をすることがで
きる（ICC仲裁規29条4項）。これにより，仲裁廷は，被申立人が発令さ
れた暫定・保全措置に従わない場合に費用の負担割合を変更したり，仲裁
手続で申立人が逆転で敗退したときに費用の償還を命じたりすることがで
きるであろう73。
緊急仲裁人審理が結局行われなかった場合（ICC付属Ⅴ1条5項），ま
たは命令を発する前にその他の方法で終了した場合には，仲裁裁判所の所
長は，申立人に償還されるべき金額を決定するが，ICCの管理費用となる
5,000米ドルは，いかなる場合でも償還されない（ICC付属Ⅴ7条5項）。
⑷ ICC仲裁前審判員手続においては，審判員の報酬と費用は ICC裁
判所の事務局長によって確定される（ICC審判員規則付属規程 A第2項）。
その上で，審判員の命令中で，これらの負担者，負担割合が決定される
（ICC審判員規7.1条）。
他の緊急仲裁人規定にも，緊急仲裁人がその決定中で費用の額と負担者
を決定し，仲裁廷がそれを再審査しうるという ICC緊急仲裁人規定と同
一の仕組みをとるものもあるが（ICDR規6条8項，SIAC付属Ⅰ10条，
CPR規14条11項・14項，HKIAC付属Ⅳ15条。「仲裁判断書に仲裁手続の
73 Castineira, supra note 27, at 87.
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費用の合計額と負担割合を記載しなければならない。」とし，それを緊急
保全措置命令の決定書に準用する JCAA規則61条4項・74条の解釈論とし
ても，同様に解すべきであろうか。），負担割合の決定は仲裁廷が終局仲裁
判断中で行うとのみするものもある（LCIA規9.10条，SCC付属Ⅱ10条5
項74）。スイス規則では，緊急仲裁人の決定中で緊急仲裁人の報酬，旅費
その他の費用，鑑定人および鑑定人が要求したその補助者の費用と登録料
が決定され（事前に仲裁裁判所の承認または調整を得なければならない），
その他の費用に関しては仲裁廷が額と負担割合を決定するという興味深い
方式が採用されている75（スイス規43条9項）。
なお，LCIAでは，申立費用8,000英ポンドは全く，緊急仲裁人報酬2
万英ポンドは緊急仲裁人の選任にまで至れば，償還されないことになって
おり，その意味でもこれらは高額である。
Ⅳ 緊急仲裁人の決定
1 発令のための期間と内容
⑴ ICC緊急仲裁人規定においては，緊急仲裁人の決定は，事務局から
緊急仲裁人に一件書類が送付された日から15日以内に下されなければなら
ないとされている。ただし，仲裁裁判所の所長は，緊急仲裁人からの理由
を付した要請に基づいて，または所長が必要と判断した場合はその職権に
74 ただし，「仲裁廷が仲裁手続の費用の負担割合を決定する。」とする SCC規則43
条5項が緊急仲裁人手続にも適用になると考えられること，緊急仲裁人は「適切と
認める暫定措置を認容することができる。」とする同32条1項により認められる大
きな裁量から，緊急仲裁人は暫定措置の一部として緊急仲裁人手続の費用の負担割
合を決定することができる，との解釈論が主張される。そうでなければ，仲裁手続
が後続しない場合に，緊急仲裁人手続の費用の全部または一部を被申立人に負担さ
せる可能性がないことになってしまうからというのである。Shaughnessy, supra
note 32, at 348-349.
75 M. ARROYO (ed.), supra note 13, at 649, Art. 43 Swiss Rules para. 63 [Habegger].
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よって，期間を延長することができる（ICC付属Ⅴ6条4項）。明文規定
はないが，当事者の共同の申立てによっても延期可能と解される76。なお，
緊急仲裁の申立ては仲裁申立てに係る一件書類の仲裁廷への送付前に受理
されたものに限るとされているから（ICC仲裁規29条1項），この送付前
に申立てと選任のなされた緊急仲裁人は，仲裁廷の構成後であってもなお
上記の15日以内は緊急仲裁の申立てについて決定する権限を失わないとい
うことになる。
緊急仲裁人の決定は書面によって行われ，それには理由を付さなければ
ならず，緊急仲裁人による日付の記載と署名が必要である（同条3項）。
緊急仲裁人は，その決定中で，ICC仲裁規則29条1項に基づいて申立てが
認められるか否か，緊急仲裁人が緊急措置を命ずる権限を有するか否かに
ついて判断する（同条2項）。その際，緊急仲裁人は，緊急仲裁人が適切
と考える要求（適切な担保の供与の要求を含む）に従うことを条件に，決
定を下すことができる（同条7項）。緊急仲裁人は，上記付属規程Ⅴ6条
4項の15日の期間内に，当事者に決定書を送付し，事務局にもその写しを
送付しなければならない（ICC付属Ⅴ6条5項）。
⑵ ICC仲裁前審判員規則では，審判員は事務局から手続書類の送付を
受けてから（ICC審判員規4.3条）30日以内に決定を下し（ICC審判員規
6.2条。延長可能），事務局に送付する（ICC審判員規6.1条）。審判員は，
仲裁廷が事件と取り組むときでも，この30日の期間内はなお決定を下す権
限を保持する（ICC審判員規2.4条）。決定には理由を付すことが必要であ
り，その実行を担保を供するなどの条件に係らしめることができる（ICC
審判員規6.1条・6.4条）。事務局は費用全額の支払を受けたことを確認し
た上で，決定を当事者に通知する（ICC審判員規6.5条）。前述のように，
緊急仲裁人手続では4万米ドルという高額の予納金の納付がなければ手続
76 Voser & Boog, supra note 27, at. 91.その旨を明文で認めるものもある。たとえば，
HKIAC 付属Ⅳ12条，JCAA規72条4項。
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を先に進めないとしており，その代わりに決定書は緊急仲裁人から直接当
事者に送付されるとして，手続の迅速化を図っているのと対照的である。
他の緊急仲裁人規定では，決定発令までの期間は5日（SCC付属Ⅱ8
条1項，ACICA付属Ⅰ3条1項），7日（ポーランド付属Ⅱ6条1項）ま
たは2週間（JCAA規72条4項，LCIA規9.8条），15日（スイス規43条7
項，HKIAC付属Ⅳ12条）以内とされているが，いずれも延長の可能性を
認めている（ICDR 規則，CPR 規則と SIAC 規定には，特段の定めはな
い）。緊急仲裁人選任のための期間や忌避申立てのための期間が短い仲裁
機関ほど，ここでの期間も短いという傾向があるように思われる。ただし，
これらの期間内であっても，仲裁廷が構成（ICDR規6条5項77，SIAC付
属Ⅰ7条，ACICA付属Ⅰ5条1項，ポーランド付属Ⅱ1条2項，HKIAC
付属Ⅳ20条）または仲裁付託（SCC付属Ⅱ1条2項）があれば緊急仲裁
人は権限を失うとするものが多い。もっとも，仲裁廷が構成されてもその
指示があるまでは権限を保持するとするもの（CPR規14条14項），一件記
録が仲裁廷に送付されても緊急仲裁の申立てに対する決定は可能とするも
の（スイス規43条7項）や，仲裁廷が構成されても仲裁機関が任務終了を
延期しうるとして，仲裁廷による保全措置が間に合わない事態に対する配
慮を示すもの（JCAA規72条7項）もある（LCIA規則には，仲裁廷が構
成された場合の緊急仲裁人の権限に関する規定は置かれていない）。
すべての緊急仲裁人規則が書面，日付と緊急仲裁人の署名の必要性，理
由ないしその概要を付すべきこと，担保の提供を命じ得ることの全部また
は一部を明文で定めている（全部について明文規定を置くのは，ACICA
付属Ⅰ3条2項・6項，HKIAC付属Ⅳ14条・17条）。明文がなくとも，仲
裁判断に関する規定の適用ないし類推あるいは緊急仲裁人の決定の内容に
77 ICDR 規則は本文に述べたように規定しているにもかかわらず，Lemenez &
Quigley, supra note 48, at 7は，文言の異なる CPR規則と同様に理解すべきものと
している。
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関する一般規定の適用によって，同一の結論に達すると考えられているの
であろう78。
他の緊急仲裁人規定の中にも，ICC緊急仲裁人規定と同様に，決定書は
仲裁人から当事者に直接送付するとするものもあるが（SCC付属Ⅱ8条
3項，ACICA付属Ⅰ3条7項，ポーランド付属Ⅱ6条3項），明文で仲裁
機関から送付する旨を定めるものもある（CPR規14条12項，LCIA規9.8
条）。前者には，必ずしも申立てに際して高額の予納金の納付を求めるわ
けではない仲裁機関も含まれているが，それで必要な金額を徴収できなく
なる危惧はないのであろうか。また，緊急仲裁人の決定書の送付に関する
特別な規定を持たない仲裁規則もあるが，そこでは仲裁判断書の送付に準
じた扱いがなされることになるのであろう（たとえば，スイス規32条6項
では仲裁人が当事者に送付することになっているが，JCAA規62条1項は
日本商事仲裁協会が送付するとしている）。
⑶ ICC仲裁規則29条2項の下，明文で緊急仲裁人が暫定・保全措置発
令のために審理を求められているのは緊急性の存否（ICC仲裁規29条1
項）とその権限だけである。これに対し，ICC仲裁前審判員規則では，先
に述べたように，一部の措置を命ずる場合にしか緊急性が要件とならない
とする見解が主張されている79。また，緊急仲裁人の判断は，後に見るよ
うに暫定・保全措置の決定に取消し・変更の余地があることに鑑みれば暫
定的な性格のものであるが，審判員規則の下では審判員だけが権限に関す
る判断をなしうるとされている（ICC審判員規5.2条）のも両者の差異の
1つである80。ともあれ，ICC緊急仲裁人規定の下での権限の問題には，
78 たとえば，スイス規則では，決定が仲裁判断の形式をとればその形式に関する規
定を遵守しなければならず（当然，書面性，日付，仲裁人の署名が必要である），
その形式にかかわらず，理由の概要の記載も必要である（概要で足りる）とされて
いる。M. ARROYO (ed.), supra note 13, at 649, Art. 43 Swiss Rules para. 42
[Habegger].
79 前述，Ⅱ1⑴，2⑵ⅰ参照。
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仲裁合意の存否，その有効性などのほか，仲裁規則29条5項・6項の適用
の可否の問題をも含む。
ICC緊急仲裁人規定には，緊急性の存在以外に暫定・保全措置発令のた
めの実体的要件はあげられていないが，仲裁廷による暫定・保全措置の発
令要件に関する2006年改訂 UNCITRALモデル法17A条が参照されるべき
であると指摘される81。すなわち，それは，ⓐ暫定・保全措置が発令され
なければ，損害賠償を命ずる仲裁判断によっては十分に償えない損害が発
生する可能性が大きく，かつ，ⓑその損害が当該措置が認められた場合に
措置の対象となる当事者に生じうる損害を実質的に上回ること，および，
ⓒ申立人が，請求事件の本案において勝利する合理的な見込みがあること，
というものである82。そして，緊急仲裁人規定の中にも明文で同趣旨の規
定を置くものがある（ACICA付属Ⅰ3条5項，HKIAC付属Ⅳ16条・同規
23条4項，JCAA72条1項・66条2項）。
ICC緊急仲裁人規定では，担保を条件としうるということのほかに，命
じうる暫定・保全措置の内容に関しても特段の定めはない。他方，審判員
規則は，先に緊急性の要件との関連で指摘したように，金銭の仮払いや契
約上の債務の仮の履行を命じうるとしている83。そこで，このことを反対
解釈し，緊急仲裁人手続の方では，仮払いのようなことは命じえないとの
80 Castineira, supra note 27, at 88.
81 Voser & Boog, supra note 27, at. 85. また，やはり仲裁廷による暫定措置に関する
同一内容の2010年改訂 UNCITRAL 仲裁規則26条3項（これにつき，矢澤曻治
「UNCITRAL 仲裁規則（2013年に採択された第1条4項付）」専修法学論集126号
321頁以下，特に341頁（2016年）参照）も援用され，これは国際的なコンセンサス
を表していると指摘される。Palay & Landon, supra note 36, at 4.
82 これにつき，三木浩一「UNCITRAL 国際商事仲裁モデル法2006年改正の概要
(上)」JCAジャーナル54巻6号1頁以下，特に5頁以下（2007年）参照。
83 前述，Ⅱ2⑵ⅰ参照。後述のように（Ⅳ2⑴参照），審判員の権限は，当事者の
合意によって，規則上列挙されているところを超えて拡張しうるとされているから，
列挙されているところは限定列挙であろう。
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見解も主張されているが84，文言上は，要件として「緊急」，措置内容の
制限として「暫定」という限定しかないのであるから，「緊急性」を前提
として「仮の（暫定的）」支払を命じうるという解釈が初めから排除され
ているとまでは言えまい。
他の緊急仲裁人規定では，単に，緊急仲裁人が必要（SIAC付属Ⅰ6条），
適切（SCC付属Ⅱ1条2項・同規32条1項，ACICA規28条1項 b），ある
いは必要または適切（スイス規43条1項・26条1項）と考える暫定または
暫定・保全措置とするものもあるが，多くは，それに例示を加えている。
そして，その例示は，証拠保全とのみするもののほか（ポーランド付属Ⅱ
6条2項），差止的救済，財産の保護・保全（ICDR規6条4項），資産の
保全，物品の保全，腐敗しやすい物品の売却（CPR14条9項），現状維
持・原状回復措置，仲裁手続への悪影響・妨害の回避措置，そのような行
為の禁止措置，執行のための財産保全，証拠保全85（HKIAC付属Ⅳ16条・
同規23条3項），というものである。係争金額についての担保の提供，当
事者の支配下にあり，仲裁の主題事項に関連した文書，物品，見本，財産，
敷地または物の保存，保管，売却またはその他の処分，金銭の支払，財産
の処分を含めて，仲裁廷が仲裁判断中で認容する権限を有するであろう救
済（ただし暫定的なもの）という詳細なものもある（LCIA 規9.8条・
25.1条86）。仮払いは LCIAの下では明文で認められているが，それ以外の
84 Castineira, supra note 27, at 88.
85 仲裁廷による暫定措置に関する UNCITRAL仲裁規則26条2項も同様であり，こ
れに関しても国際的なコンセンサスを表していると指摘される（Palay & Landon,
supra note 36, at 4）。なお，UNCITRALモデル法17条も同様の文言を含んでいるが，
これは起草者によると限定列挙であるとされている。UN Doc. A/CN.9/545-Report
of the Working Group on the work of its thirty-ninth session (Vienna, 10-14 November
2003), para. 21.
86 ただし，これは「緊急仲裁人は，…‥当該状況下において緊急仲裁人が適切と考
えるような条件で（upon such terms as the Emergency Arbitrator considers
appropriate in the circumstances），云々を命ずる権限を有する。」というのであり，
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規定の下でも，それを命じうるとの解釈は初めから排除されているとまで
は言えないように思われる87。ただし，HKIAC規則と同一の例示をあげな
がら，それとは異なって，暫定措置とか暫定・保全措置ではなく保全措置
との用語のみを採用している JCAA規則72条1項・66条1項に関しては，
そのような解釈はより困難かもしれない。
ともあれ，各種の緊急仲裁人規定の下で命じうる暫定・保全措置の具体
的な類型があげられていても，それはあくまで例示であり，緊急仲裁人は
柔軟にその内容を形成することができる。すなわち，ビジネスの必要性に
柔軟に対応するために，緊急仲裁人の権限には一定の類型の救済のみを認
めうるというような制限は加えられていないのである88。ケーススタディ
として後に見る例は，このことの一端を示している。
2 形式と拘束力
⑴ ICC緊急仲裁人規定の下では，緊急仲裁人の決定は，命令の形式を
とり（ICC仲裁規29条1項，ICC付属Ⅴ6条2項），当事者は，緊急仲裁
人の下した命令に従うことを約する（ICC仲裁規29条2項）。
ICC仲裁前審判員規則における審判員の決定も命令の形式をとる（ICC
審判員規6.1条）。他の緊急仲裁人規定でも緊急仲裁人の決定の形式を決定
（JCAA規72条4項）または命令（ポーランド付属Ⅱ6条）とするものが
あるが，多くは暫定的仲裁判断または命令（ICDR規6条4項，SIAC付
属Ⅰ6条）とか仲裁判断または命令89（CPR規14条10項，SCC付属Ⅱ1条
限定列挙と考えるべきかもしれない。
87 HAKANEN, supra note 59, at 30は，UNCITRALモデル法17条の解釈として，現状
維持・原状回復措置に仮払いの命令を含めうるかに関して争いがあることを指摘す
る。
88 Ehle, supra note 25, at 97.
89 スイスにおいても，スイス規則43条8項（緊急仲裁人の決定は26条による決定と
同一の効力を有するものとする）・26条2項（〔仲裁廷の〕暫定措置は暫定的仲裁判
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2項・同規32条3項，ACICA付属Ⅰ3条3項，LCIA規9.8条）として，
緊急仲裁人による選択を認めている。HKIACは決定，命令，裁定として
いる（HKIAC付属Ⅳ12条）。
ICC緊急仲裁人規定が仲裁判断を避け，命令としているのは，仲裁判断
とすると事前にその草案が仲裁裁判所の審査を受けなければならなくな
る90のを回避するためである。そうなっては，緊急性に対応しえないのは
明らかである。ただし，そうなると，緊急仲裁人の命令は仲裁判断として
承認・執行の対象となることがなくなるのではないかとの問題を生ずる。
多くの緊急仲裁人規定が仲裁判断の形式を選択する可能性を認めているの
はそのためである。しかしながら，執行の可否の問題を考えるにあたって，
このような命令か仲裁判断かという形式を重視することは適当ではない。
執行の可否を決めるのはニューヨーク条約のような条約か，各執行国の国
内立法であり，そこでは形式よりも実質が重要であるとされているからで
ある91。
断の形式で認容されうる）の解釈として，これと同様に解されている。M. ARROYO
(ed.), supra note 13, at 645, Art. 43 Swiss Rules para. 41 [Habegger].
90 ICC仲裁規則33条は，「仲裁廷は仲裁判断への署名に先立ち，仲裁判断の草案を
仲裁裁判所へ送付しなければならない。仲裁裁判所は，前記の仲裁判断の形式につ
いて補正を命ずることができる。また仲裁裁判所は，仲裁廷の判断の自由を害する
ことなく，内容に関する点について仲裁廷の注意を喚起することができる。仲裁廷
は，仲裁判断の形式について仲裁裁判所の承認を受けるまでは，仲裁判断を下して
はならない。」とする。この審査には，事務局が草案を受領してから2週間ほどを
要するのが通常であるとされる（Kirby, The ICC Court: A Behind-the-Scenes Look, 16
(1) ICC INT ’L COURT BULL. 9, 17 (2005)）。ちなみに，CPR規則14条12項には，特別
仲裁人（緊急仲裁人）の仲裁判断に関して，様式の遵守の有無，誤記，誤植，計算
違いという形式的な事項に限定してであるが，類似の規定がある（同規則15条4項
には，仲裁廷の本案の仲裁判断に関しても同趣旨の規定がある）。
91 Voser & Boog, supra note 27, at 86. より正確に言うと，重要でないのは形式では
なく，決定，命令とか仲裁判断という名称である（野村秀敏「仲裁廷による暫定・
保全措置とニューヨーク条約(2・完）」専修法学論集125号99頁以下，112頁以下
（2015年）参照）。ここでの決定，命令の外形的形式は書面性，理由（の概要）と日
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この点，先にも言及したように，2003年4月29日のパリ控訴院判決92は，
仲裁前審判員の決定を契約に基礎を置くものと整理し，そこから，それは
仲裁判断取消しの申立ての対象とならないとの結論に達している。そして，
審判員の権限は緊急性を前提としない措置にも及ぶことに加えて，当事者
の合意によって審判員手続規則の上で列挙されていることを超えて拡大し
うる（ICC審判員規2.1.1条）ことにも鑑みれば，それは「仲裁廷の構成
まで待つことができない」という要件によって制約されている緊急仲裁人
の権限よりも大きく，それ故，パリ控訴院は，審判員の決定に関してより
もより強く，緊急仲裁人の決定に関しては仲裁判断との性質決定を躊躇す
る（から，それが執行の対象となることを認めない）のではないかとの評
価がある93。しかしながら，これも既に指摘したところであるが，パリ控
訴院判決の判断を嫌ったからこそ，ICC仲裁規則の起草者は仲裁前審判員
規則を opt-out方式に改めるだけにすることを断念し，それに関する規定
を仲裁規則の中に組み込む形で緊急仲裁人制度を創設したのである94。そ
こでむしろ，緊急仲裁人の決定は仲裁判断とは言えなくとも，仲裁廷によ
る暫定・保全措置の決定の執行に関する2006年改訂 UNCITRALモデル法
17H条・17I条を取り入れた規定を有する国内法や，それとは関係なしに
その執行を認める規定を整備しているドイツ法95のような国内法の下では，
付の記載，署名という点で仲裁判断の形式に準じている（前述，Ⅳ1⑴⑵参照）。
92 前注(34)掲記の判例とそれに対応した本文参照。
93 Castineira, supra note 27, at 94.これに対し，Beigel, The Emergency Arbitrator
Procedure under the 2012 ICC Rules: A Jridical Analysis, 31 J. INT ’L ARB. 1, 17 (2014) は，
緊急仲裁人手続を契約的なものとしつつ，そこでの決定は執行の対象になりうると
する。
94 前述，Ⅱ1⑴参照。
95 ドイツ民事訴訟法1041条2項・3項。なお，これにつき，中野俊一郎「仲裁廷に
よる保全命令の執行─ドイツ民事訴訟法1041条の解釈・運用について」JCAジャー
ナル49巻8号9頁以下（2002年），春日偉知郎「ドイツ仲裁法とその波及─暫定・
保全措置をめぐるオーストリア新仲裁法との比較」同『比較民事手続法研究』285
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執行可能であるとの見解の方が有力であるように思われる96。ICCの事務
局は，ある国家裁判所が実際に緊急仲裁人の決定の執行を認めたという情
報を得ているともいう97。
そもそも，パリ控訴院判決の審判員の決定は契約的なものであるとの整
理自体が適切か問題にする余地がある98。他方また，仲裁廷の決定はそれ
を発令した仲裁廷自身による取消し・変更にしか服しないのに対し，緊急
仲裁人の決定は，後に見るように，緊急仲裁人のほかに，それを発令した
わけでもない仲裁廷による取消し・変更にも服する。その意味で，緊急仲
裁人の決定は仲裁廷の決定以上に不安定な存在であるから，後者が執行の
対象になるからといって，前者の執行も可能であるとは当然には言えない
ように思う。それが執行の対象になりうるかに関しては，なお慎重な検討
が必要であると考える。
以上のように，緊急仲裁人の決定が執行の対象になりうるかは不明確で
ある。そこで，シンガポール99と香港100は，最近それぞれの国内法を改正
頁以下，特に300頁以下（2016，初出2007年）参照。
96 Ehle, supra note 25, at 100; Voser & Boog, supra note 27, at. 86; Parley & Landon,
supra note 36, at 5.
97 Carlevaris & Feris, supra note 30, at 37.
98 Vgl. Giessen, a.a.O. (Fn.47), S. 52 ff.
99 2012年6月の国際仲裁法2条1項の改正により，「『仲裁廷』とは，単独仲裁人，
仲裁人団又は常設仲裁機関を意味し，機関又は組織の規則を含む，当事者によって
合意された又は採用された仲裁規則に従って選任された緊急仲裁人を含むものとす
る。」とされ，その結果，緊急仲裁人の決定は，「仲裁の過程で，仲裁廷によってな
された若しくは与えられたすべての命令若しくは指示は，高等裁判所若しくはその
裁判官の許可により，裁判所によってなされた命令と同様の方法で執行しうる
……。」（同法12条6項）との規定の適用を受けることとなった。ただし，これによ
り，手続地がシンガポールの緊急仲裁人手続における決定に限って執行される
（Annual Report 2013, at 11. SIAC のウェッブサイトの Home>Resoures>Annual
Report に掲載）のか，手続地を問わずに緊急仲裁人の決定の執行が認められる
（Anonym, The Emergency Arbitrator and Expedited Procedure in SIAC: A New Direction
for Arbitration in Asia. SIAC のウェブサイトの Home>Resoures>Articles &
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し，緊急仲裁人の暫定・保全措置の決定の執行を認める旨の立法を行い，
オランダ101もこれに続いた。
⑵ ICC仲裁前審判員規則6.6条前段のほか，多くの緊急仲裁人規定に
も ICC仲裁規則29条2項と同趣旨の規定が置かれている。ただし，単純
にそれと同趣旨の規定を置くもの（スイス規15条3項，JCAA 規72条5
項102）もあるが，緊急仲裁人の決定は当事者を拘束する旨の規定を併せて
置いているもの（ICDR規6条4項，SCC付属Ⅱ9条1項・3項，SIAC
付属Ⅰ9条，ACICA付属Ⅰ4条1項・2項，ポーランド付属Ⅱ6条1項，
HKIAC付属Ⅳ16条，LCIA規9.9条・26.8条）が多い。もっとも，何らの
規定も置いていない緊急仲裁人規定（CPR規則）もあるが，その決定に
Publication>Articlesに掲載）のかは，明瞭ではないようである。なお，この点に
つき，cf. Santacroce, supra note 67, at 310.
100 2013年7月の香港法令集 Chapter 609（香港仲裁条例）改正により，「緊急仲裁
人とは，……当事者によって合意された又は採用された仲裁規則の下で選任された
緊急仲裁人を意味する。」（仲裁条例22A条），「⑴ 香港の内においてであろうと外
においてであろうと，関係仲裁規則の下で緊急仲裁人によって認容された緊急の救
済は，同一の効力を有する裁判所〔高等裁判所第一審裁判所──国家裁判所を指
す〕の命令又は指示と同一の方法で，ただし裁判所の許可を得てのみ，執行するこ
とができる。⑵～⑷省略」（同条例22B条）とされた。ここでは，シンガポール法
の場合とは異なって，手続地が外国にあっても，香港での執行が可能なことが明ら
かである。
101 2014年5月の改正に係るオランダ民事訴訟法は，その1043b条2項で，「合意に
よって当事者は，そのために別に選任された仲裁廷に対し，254条2項により設け
られた期限内に本案の仲裁手続が係属するか否かにかかわらず，……当事者の申立
てにより暫定的救済を認容する権限を付与することができる。」として，当事者が
緊急仲裁人を選任する可能性を認めた上で，同条4項で，そのような緊急仲裁人の
決定は「本章第3節ないし第5節の規定（オランダで下された仲裁判断の執行に関
する規定）の適用される仲裁判断となる。」としている。なお，注(99)ないし(101)
の各国内法は，SIAC，HKIAC，NAIの URLに掲載されている。
102 ただし，「当事者は，……命令に従うことを約する。」ではなく，「当事者は，
……遵守しなければならない。」としており，ここでは，より契約的色彩は弱いよ
うに見える。
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当事者が従わなければならないこと，それが当事者に対して拘束的である
ことは当然のこととされているのであろうか。
なお，ICC 仲裁前審判員規則6.6条後段は，前段に加えて，当事者は
「そのような権利が有効に放棄されうる限り，裁判所またはその他のなん
らかの機関に対する命令の実施の申立てに対する，上訴，異議または故障
の申立てのすべての手段を放棄することを合意する。」として，審判員の
命令に対する不服申立てを禁止している。したがって，緊急仲裁人の命令
の取消し・変更の余地がある緊急仲裁人手続の場合とは異なって，審判員
の命令によって仲裁前審判員手続は終了することになると思われる。
⑶ 先に指摘したように，ICC仲裁規則は，仲裁廷は，緊急仲裁人によ
って決められた手続費用の負担割合の再割当てをすることができるとして
おり，他の緊急仲裁人規定にもこれと同趣旨のものや，最初から仲裁廷が
終局仲裁判断中で負担割合を決定するとしているものがある。これらのこ
とは，被申立人に対し緊急仲裁人の決定の遵守を促す間接的な効果を有し
うるであろう。
そのほか，ICC仲裁規則29条4項は，緊急仲裁人の命令を遵守した被申
立人からの，それが不当であるとしての損害賠償請求（または関連請求）
と，命令不遵守の被申立人に対する申立人からの損害賠償請求（または関
連請求），に関する権限が仲裁廷に属する旨も定めている。元々の紛争に
関する仲裁合意以外に特別な仲裁合意がない場合，その元々の仲裁合意に
基づく仲裁廷がこれらの紛争に関する仲裁権限を有するかは必ずしも明白
ではないであろう。上記の規定はこれを認めるものである。ICC仲裁前審
判員規則にも同趣旨の規定があるが（ICC審判員規6.8.1条・6.8.2条），
他の緊急仲裁人規定では，わずかに HKIACが上記のうちの前者の損害賠
償請求に関わる規定を置いているだけである（HKIAC規23条8項）。規定
がない場合に仲裁廷が当該の損害賠償の問題について仲裁権限を有するか
は，仲裁合意あるいは関係の仲裁規則の解釈問題となる103。
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3 失効，取消し・変更
⑴ 緊急仲裁人の命令は，ⓐ仲裁裁判所の所長が，申立人から緊急仲裁
手続の申立て後の所定の期間内（ICC付属Ⅴ1条6項参照）に仲裁申立書
の提出がないために，緊急仲裁人手続を終了した場合，ⓑ仲裁裁判所が緊
急仲裁人の忌避を認めた場合，ⓒ仲裁廷が終局判断を下した場合（命令の
拘束力が失われない旨が明確に判断されている場合は除かれる），ⓓ終局
判断の前にすべての請求が取り下げられる，または仲裁が終了した場合に
は，当事者に対する拘束力を失う（ICC付属Ⅴ6条6項）。事務局から仲
裁廷への仲裁申立てに関連した一件書類の送付前においては，当事者から
の理由を付した要請に応じて，緊急仲裁人は，命令を変更，終了，または
取り消すことができる（ICC付属Ⅴ6条8項）。また，緊急仲裁人の命令
は，当該命令において決定されたいかなる問題，事項または紛争に関して
も仲裁廷を拘束することはなく，緊急仲裁人が下した命令とその変更につ
いて，仲裁廷は，変更，終了または取消しを行うことができる（ICC仲裁
規29条3項）。
⑵ ICC仲裁前審判員規則には上記の付属規程6条6項に相当する規定
はないし，ICC以外の緊急仲裁人規定にもそのようなものがある（ICDR
規則，CPR規則，LCIA規則）。相当する規定を置くものの中でも，上記
のⓑのような規定を置くものは ICC緊急仲裁人規定以外にはなく，多く
の緊急仲裁人規定はⓐⓒⓓのうちの全部または一部を緊急仲裁人の決定の
失効事由としてあげている（ⓐを上げている緊急仲裁人規則に関しては既
に言及した104）。ただし，これら以外の失効事由として，ⓔ緊急仲裁人ま
103 松浦馨「仲裁事件と仮救済⑵」JCAジャーナル37巻3号4頁，7頁（1990年）
は，仲裁法制定以前の日本法の解釈論として，仲裁合意中に仲裁廷に保全権限を認
める定めがなくともそれが認められるとしつつ，仲裁廷には，暫定・保全措置が不
当であった場合の損害賠償の問題を扱う権限も当然に認められるとの立場を表明し
ている。
104 前述，Ⅱ2⑶ⅰ参照。
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たは仲裁廷がそのように（緊急仲裁人の決定が拘束力を失うと）決定した
場合，というものをあげるものもある（SCC付属Ⅱ9条4項ⅰ，ACICA
付属Ⅰ4条3項⒞，ポーランド付属Ⅱ7条 a）。
仲裁前審判員手続の審判員や仲裁廷は，原則として，審判員の命令を取
り消したり，変更することはできないと思われる（ICC審判員規6.6参照）。
しかし，その命令は，別の審判員や仲裁廷が別個の判断をすれば失効する
から（ICC審判員規6.3条），実質的に取消し・変更が認められるのと変わ
らない。これに対し，ICC緊急仲裁人規定以外の他の緊急仲裁人規定はす
べて，緊急仲裁人の決定の取消し・変更に関して ICC緊急仲裁人規定と
同趣旨の規定を置いている（例外として，LCIA規則のみは，仲裁廷が緊
急仲裁人の決定を取消し・変更しうる旨の規定を置いているが，緊急仲裁
人が取消し・変更しうる旨の規定を置いていない。また，ポーランド規則
に関しては，上記のポーランド付属Ⅱ7条 aの適用による）。ただし，緊
急仲裁人に関しては，明文で，そのためには（相当な）理由が必要である
とするものが多い（CPR規14条14項，SCC付属Ⅱ9条2項，SIAC付属Ⅰ
6条，ACICA付属Ⅰ3条4項，HKIAC付属Ⅳ18条，JCAA規72条1項・
66条5項・61条2項4号）。緊急仲裁人は自らした決定の取消し・変更を
するのであるから，そのような明文の有無にかかわらず，そのためには事
情変更が必要であると解すべきであろう105。これに対し，仲裁廷に関して
は，そのような制限なく，取消し・変更が可能とされている106。仲裁廷は
緊急仲裁人の決定に拘束されない（その旨の明文を置くものとして，SCC
付属Ⅱ9条5項，SIAC付属Ⅰ7条，ACICA付属Ⅰ5条2項，ポーランド
付属Ⅱ6条4項，JCAA73条）からである。
105 Voser & Boog, supra note 27, at 91.
106 Voser & Boog, supra note 27, at 87は，それ故，仲裁廷は準上訴審的役割を果た
すと言う。もっとも，実際上は，仲裁廷も事情変更がないと緊急仲裁人の決定の取
消し・変更を躊躇するであろうとも指摘する。
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Ⅴ ケーススタディ
以下で，緊急仲裁人手続の利用が確認できた仲裁機関におけるその利用
状況を紹介するが，これら以外に，2012年6月1日発効のスイス規則の下
で2014年に4件の緊急仲裁の申立てがなされている107。
1 ICDR
⑴ ICDRの緊急仲裁人規則は2006年5月1日に発効したが108，それ以
降，2013年までの間に，その下で28件（1年平均4件）の緊急仲裁の申立
てがあった。緊急仲裁人の決定は，平均して申立てから3週間で発令され
ているとされる。そのうちの4件の事件で被申立人が緊急仲裁人を忌避し，
1件の忌避申立てが認容された。
短い手紙から数多くの書証を伴う長大なものまで，申立書の長さは様々
であるが，内容としては，①取扱いに注意を要する秘密文書の使用および
開示の差止め，②申立人へのある財産の引渡請求，③資産の散逸，処分の
禁止，④一定の国家裁判所での訴訟開始と当該紛争を報道機関に開示する
ことの禁止，⑤係争の作業場所からの設備撤去の妨害禁止，といったもの
がある。
⑵ ここでは，忌避の申立てが求められた事件の経過を少し詳しく見て
みる109。
それは上記⑤の事件であり，そこではあるエネルギー供給契約の違反が
主張されていた。緊急仲裁の申立書は約10頁に及ぶ詳細なものであった。
107 2012年と2013年においては0件である。スイス商業会議所仲裁機構のウェブサ
イトの Home>News>Statistics 2014 (2013/2012) を参照。
108 以下，⑴の叙述については，Ehle, supra note 25, at 102-103.
109 Lemenez & Quigley, supra note 48, at 2.
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ICDRは，申立て後1営業日以内に緊急仲裁人を選任したが，緊急仲裁人
が利益相反となりうる事情について開示をしたところ忌避の申立てがあっ
た。そこで，ICDRはその申立てをした当事者の相手方当事者にそれに応
答するための1営業日の猶予を与えたが，相手方は忌避がなされた日と同
日に忌避に反論する書面を提出した。ICDRは忌避申立てを認容し，その
翌日に代わりの緊急仲裁人を選任したが，選任翌日にそれは辞任してしま
った。そこでそのまた翌日に，ICDRは第2の代わりの緊急仲裁人を選任
した。最初の緊急仲裁人の選任から，紆余曲折を経て，第2の代わりの緊
急仲裁人が選任されるまでの全過程で5営業日しか要していない。
ICDRは事件を処理するために電話会議システムを利用しており，緊急
仲裁人も手続予定の決定のためにそうした。また，ICDRは，最初の緊急
仲裁人に対する忌避の問題を処理し，代わりの緊急仲裁人を探しつつも，
より一層の遅滞を避けるために，忌避申立てをした相手方当事者に，緊急
仲裁の申立書に対する答弁書を提出するように勧めた。その結果，第2の
代わりの緊急仲裁人が当事者との第1回の電話会議を行ったときには，す
べての関係人が緊急仲裁の申立てに関する実質的な審問に参加するのに十
分な認識を有していた。緊急仲裁人は数日後には申立てを認容する決定を
下し，忌避や辞任があったにもかかわらず，手続は申立てから2週間で終
了した。
2 SCC
⑴ SCC緊急仲裁人規定は2010年1月1日に発効したが，それ以降，
2013年までの間に，その下で，毎年1件から4件，4年間で計9件の緊急
仲裁の申立てがあった。また，2014年1年間で，さらに4件の申立てがあ
った。これら合計13件の事件の内容はすべて詳しく報告されているが，こ
こで全部を紹介するのは煩雑であるので，2013年までの9件に関しては全
体をまとめての概括的な紹介をするにとどめ110，個別事件の紹介は2014年
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の4件に関してのみ行うこととする111。
⑵ まず，9件の事件すべてにおいて申立人の出身国と被申立人のそれ
とは異なっており，その意味で事件は国際的なものであった。また，その
すべてにおいて申立てから24時間以内に緊急仲裁人が選任されている（最
短のものは6時間である）。その緊急仲裁人はすべてスウェーデン，イギ
リス，オランダ，オーストリアの指導的仲裁人であった。9件中6件で，
緊急仲裁人は，規則上要求されている5日以内で決定を下しており，残り
の3件で発令期限の延長が認められているが，最長でも，申立てから決定
まで12日しかかかっていない。決定書の長さは5頁から60頁まで様々であ
る。
求められた救済の内容は以下のようなものであった。①事業の譲渡代金
の保全のための不動産とある会社の株式の処分禁止，②ビルの建設契約に
おいて請負人である申立人が注文者である被申立人のために立てた銀行保
証から支払を受けることの禁止，③申立人へある製品を引き渡すことを命
じ，当該製品に関するアフターサービスとメインテナンス作業のために必
要な道具へのアクセスを申立人に認めること（申立人は転売特約付き売買
契約の買主・転売人，被申立人は売主である），④株式の処分禁止（処分
は株主間契約に基づく申立人の利益を害することを理由とする），⑤売買
代金保全のための銀行口座の差止め，⑥被申立人に対する訴訟停止の申立
てをなすべき旨の指示と訴訟禁止命令，⑦特定の製品の申立人への引渡命
110 この9件については，Lundstedt, SCC Practice: Emergency Arbitrator Decisions, 1
January 2010-31 December 2013（SCCのウェッブサイトの Home>About The SCC
>Legal Resources>Articlesに掲載）に1件ずつ詳細が紹介されている。9件の概括
的な紹介は，Ehle, supra note 25, at 103-104. そのほか，cf. Roth & Reith, supra note
25, at 69-70; Bose & Meredith, supra note 36, at 190-191.
111 2014年の4件は，Knapp, SCC Practice: Emergency Arbitrator Decisions Rendered
2014（これも，SCC のウェッブサイトのHome>About The SCC>Legal Recources>
Articlesに掲載）に1件ずつ詳細が紹介されている。
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令，予備的に中立の第三者へのその寄託の命令，さらに予備的に当該製品
の処分・価値減損行為の禁止，⑧ある土地とビルとがジョイントベンチャー
の財産である旨，第三者である X社が当該土地を占有・所有する権限を
有しない旨，X社が当該土地から即時退去し，その使用を禁止されるべき
旨，それぞれの確認，⑨目的物件への自由なアクセスを認めるとか，電気
やその他のサービスを提供するなどの契約上の義務の履行，必要なライセ
ンスや目的物件の撤去中の作業許可の取得，目的物件の返還に関する申立
人の合理的な指示に従うこと，目的物件の返還，といった契約上の義務の
実行の命令。
緊急仲裁人が申立てを認容したのは，9件のうち2件だけである。7件
の却下・棄却事例のうち5件は緊急性の欠如を，4件は申立人の損害が被
申立人の損害に優越しないことを理由とし，2件では被申立人が仲裁合意
に拘束されない者であるという理由が示された（複数の理由をあげるもの
がある）。ただし，7件中4件では，緊急仲裁人は，申立人が本案の申立
てに理由がある旨あるいは本案勝利の合理的な蓋然性について一応の証明
をしていることを認めている。このように認容へのハードルは高いように
見えるが，認容されなかった7件のうちの2件では，被申立人が求められ
た救済を全部または一部受け入れる旨を約している点には注意が必要であ
る112。また，1件の事件では，被申立人が何らの答弁もしていないにもか
かわらず，緊急仲裁人は職権で事実と証拠の審理を行い却下の結論に達し
ている（すなわち，欠席判決のようなものは認められないとしている）点
も興味深い。なお，2014年の4件も含め，2014年12月末までに，発令され
た緊急仲裁人の決定の緊急仲裁人による取消し・変更が問題になった事件
は1件もない113。
⑶ 2014年に申立てのあった事件の特徴としては，4件中1件がスウェ
112 Lundstedt, supra note 110, at 25.
113 Knapp, supra note 111, at Ⅳ Conclutions.
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ーデンの当事者間の紛争であってドメスティックな性格を有すること，2
件が投資協定仲裁であることを指摘することができる。それらの詳細は以
下のとおりである。
ⅰ（ケース1） 当事者は双方ともスウェーデン法人，緊急仲裁人手続
地はストックホルム，緊急仲裁人はスウェーデン人，使用言語はスウェー
デン語，準拠法はスウェーデン法，係争金額は1,600万ユーロ（推定額。
約18億800万円）である。
ビルの一部の建設契約に関連して，完成が遅れているとのことで紛争が
生じた。
申立人はある月曜日の午前中に緊急仲裁人選任の申立てをした。SCC
が登録料が納付された旨を示す領収書を受領して，13時5分に申立てが完
了した。SCCは13時25分に申立書の受領を確認し，同日中にそれを被申
立人に送付した。翌日の10時40分に緊急仲裁人が選任され，10時50分に申
立書が緊急仲裁人に送付された（第0日）。当事者との打合せの後，第0
日の午前中早い時間のうちに緊急仲裁人は手続予定を決定し，それによっ
て被申立人に翌第1日終了までに答弁書を提出することを求めた。その後，
申立人は，第2日正午までに被申立人の主張に対して反論する機会を与え
られ，被申立人は，第2日の17時までに最終陳述書を提出すべきこととさ
れた。緊急仲裁人の決定は，規則に従って遅くとも第5日にはなされるべ
きこととされた。当事者は手続予定に沿って主張を行った。
申立人が求めたのは，一定日数完成を遅らせる権利を有する旨の暫定的
な宣言をし，それによって契約の修正（工事の完成時期の延期）をすると
いう緊急仲裁人の決定である。
緊急仲裁人は，申立てを全面的に棄却する決定を第5日に行った。理由
は，申立人が本案で勝利する合理的な可能性は存在するが，緊急性が欠け
ている，たとえそれが満たされているとしても，求められた措置の内容が
事案に適していないというものであった。
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ⅱ（ケース2） 申立人はキプロス法人，被申立人はフランス法人，緊
急仲裁人手続地はストックホルム，緊急仲裁人はスウェーデン人，使用言
語は英語，準拠法の指定は無し，係争金額は2,200万ユーロ（約24億8,600
万円）である。
ある会社の株式の売買契約と当該会社の所有に関わる株主間契約に関連
して紛争が発生した。
申立人はある金曜日の夕方に緊急仲裁人の選任の申立てと仲裁申立てを
同時に行った。申立ては eメールアドレスに送信されたが，それは業務時
間外にはチェックされておらず，そのため SCCは翌週月曜日の朝にそれ
を受領することとなった。申立ての受領の確認が同日に申立人に送信され，
その後すぐに，申立書が被申立人に送付された。SCCは同日17時18分に
緊急仲裁人を選任し，事件は数分後にその緊急仲裁人に付託された。緊急
仲裁人は同日（第0日）17時26分に手続予定を決定する手続命令第0号を
発した。それに従って，被申立人は第2日の13時までに答弁書を提出する
機会を与えられ，その後，第3日の13時に申立人が答弁書に反論する機会
を与えられた。被申立人はさらに，第4日13時までに再々反論の機会を与
えられた。被申立人の求めによって，緊急仲裁人は答弁書の提出期限を延
長し，それに応じて，SCC委員会は緊急仲裁人が決定を下すべき期限に
ついても3日の延長を認めた。両当事者が緊急仲裁人に各々主張書面を提
出した。
申立人が求めた救済は，申立人の請求に等しい金額を銀行の預託口座
（escrow account）に預託すべき旨の命令（この口座に預託された資金は
終局的な仲裁判断の結果に従って，申立人または被申立人の口座に移され
る），または（上記預託が緊急仲裁人の命令後14日以内になされないなら
ば），特定の会社の株式の処分禁止，または，申立人と仲裁廷に当該株式
の処分に繋がるいかなる措置も予め30日よりも前に通知すべき旨の命令で
ある。
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緊急仲裁人は，緊急性と回復困難な損害発生のおそれの証明が欠けてい
るとの理由で，第8日目に，申立てを全面的に棄却する決定を行った。
ⅲ（ケース3・ケース4） 2件の投資者・国家間の投資協定仲裁であ
り，双方の事件において緊急仲裁人手続地はストックホルム，使用言語は
英語，緊急仲裁人の1人はスウェーデン人，1人は非スウェーデン人であ
る。
申立人は，被申立人が違法に申立人の資産を収用したと主張している。
双方の申立書とも同日の午後に提出され，被申立人に送付された。双方
の被申立人が翌日，申立書の受領を確認した。SCCは申立書の受領から
24時間以内に緊急仲裁人を選任し，緊急仲裁人手続地を決定した。申立書
は，その後直ちに，選任された緊急仲裁人に送付され，送付を受けた緊急
仲裁人は遅滞なく手続予定を決定した。
1つの事件では第5日に棄却の決定が，もう1つの事件では第6日に認
容の決定がなされた。
3 SIAC
⑴ 2010年7月1日に発効した SIAC緊急仲裁人規定の下では，2015年
10月1日までに46件の緊急仲裁の申立てがあった。46件すべてが受理され
て緊急仲裁人が選任され，そのうち19件で申立てが認容され，4件で当事
者の同意に基づいて認容する決定がなされた。また，4件で一部認容の決
定がなされ，申立ての取下げにより終了したのが4件，却下ないし棄却が
14件，10月1日現在係属中のものが1件である114。以上のうち2014年の1
年について見ると，申立て件数は12件であり，申立人はシンガポール法人
が6件，インド法人が3件である。SCCと比較しても相当よく利用され
ており，かつ，認容率が高いと言うことができよう。
114 以上につき，SIACのウェッブサイトの Home>About Us>Statisticsを参照。
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様々な分野の事件が扱われており，海運業，販売店契約，合弁事業，国
際取引，一般的な商事契約や建設請負などに関する紛争がある。求められ
る救済の類型としては，保全命令，凍結命令，検査のために財産へのアク
セスを許可する命令，マレーヴァ・インジャンクションや一般的な差止命
令などがある。
興味深い事例として，反対申立てのなされた事件がある。当該事件では，
申立人の申立てに基づいて緊急仲裁人が選任された次の日に，被申立人の
側からも緊急仲裁人の選任の申立てがあった。この申立ても受理されてこ
こでも同一の者が緊急仲裁人に選任されて，当該緊急仲裁人は2つの申立
てについてまとめて審理を行ったが，決定は別個に行った。
緊急仲裁人は当事者の審問を経て，平均8日から10日で決定を下してい
る。しかし，わずか2日で下したことも稀ではない。緊急仲裁人の決定は，
多くの場合，任意に従われている115。
⑵ 文献に紹介のある幾つかのケースについて，より詳しく見てみるこ
ととする116。
ⅰ（ケース1） 当事者は双方ともインド法人であり，緊急仲裁人は170
件以上の事件で仲裁人を務めたことがあり，数多くの仲裁判断を下した，
指導的な国際仲裁人として認められた者である。
申立人がある契約上の義務を履行したか否か争いが生じ，被申立人が純
粋に報復の手段として，正当な理由がないのに，悪意で銀行保証を引き出
そうとすることを疑う合理的な根拠があるとして，そのことを差し止める
緊急の救済を求めた。
SIACは申立てをある日の21時30分に受理し，翌日，緊急仲裁人を選任
115 以上につき，cf. Anonym, supra note 99.
116 以下の（ケース1）ないし（ケース4）については，Bose & Meredith, supra
note 36, at 189-190による。そのほか，cf. Ehle, supra note 25, at 104-105.（ケース
5）は，栗田・前掲注(27)6頁が紹介する「事例3」である。
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した。緊急仲裁人は選任から1日以内に手続予定を決定した。それに従い，
当事者はそれぞれの主張を記載した書面を提出し，緊急仲裁人の選任から
1週間以内に電話での審問が行われた。緊急仲裁人は1日後に暫定的命令
を発令し，当事者は合意によって当該命令の条件を変更した上で，和解に
よって事件を解決した。
ⅱ（ケース2117） 申立人（インド法人）が，株主間契約の違反と秘密
保持義務違反（イギリス領ヴァージン諸島の法人である被申立人が幾つか
の法域で国家裁判所に訴えを提起したことによる。）を理由として，緊急
仲裁の申立てを行った。求めた救済の内容は，秘密保持義務違反の禁止と
SIACでの仲裁条項遵守の命令である。
SIACは申立書の受領後20時間以内に緊急仲裁人を選任した。予備的審
問が緊急仲裁人の選任後1日以内に予定され，予備的命令118が，同日，現
状維持のために発令された。その2日後に，暫定的仲裁判断が下され，さ
らに30日後に，補足的暫定的仲裁判断が下された。その後，当事者は和解
によって事件を解決した。
ⅲ（ケース3） 申立人（インドネシア法人・売主）と被申立人（中国
法人・買主）が石炭の売買契約を締結したが，当該石炭の品質に関して争
いが生じ，被申立人がその受領を拒否した。申立人は，価格低下のおそれ
があるので，紛争解決手続の係属中であるにもかかわらず積荷の石炭を
（他に）売却したいと考えた。
申立人は，ある月曜日の朝 SIACと連絡をとった上で，14時に申立書を
提出したところ，17時までに，シンガポールの経験ある海事専門弁護士が
117 これは栗田・前掲注(27)5頁が紹介する「事例1」と同一事件のように見える
が，両者の事実関係には時系列的に微妙に異なっている点もある。ここでは，一応，
Bose & Meredithに依って紹介した。
118 スイス規則（前述，Ⅲ1⑶参照）におけるような正式ないし制度的なものでは
なく，事実上の行政指導的なものに過ぎないと思われる。
仲裁廷構成前の暫定・保全措置 191
緊急仲裁人に選任された。緊急仲裁人はその日の晩には事前の指示を与え，
翌日に審問をする予定を立てた。
審問の行われた日，緊急仲裁人は売却を許可し，被申立人に石炭を積載
した船の出航の許可取得に協力するように指示する命令を発した。
なお，この事件は，中国の旧正月の休日中であるにもかかわらず，処理
されたという点でも注目される。
ⅳ（ケース4119） 申立人ら（オランダ法人，シンガポール法人，アメ
リカ法人の3社）は，被申立人（香港法人）を相手方として，被申立人に
よってなされたある物品の供給販売契約の解除通知に関連して緊急仲裁の
申立てをした。申立人が求めたのは，とりわけ，契約の終了を阻止するた
めの様々な救済である。
緊急仲裁人が1営業日以内に選任され，手続命令がその翌日に発せられ
た。その3日後に審問が行われた。さらに5日後に当事者の同意に基づく
緊急仲裁人の決定が下されたが，それは，被申立人は，本案の仲裁手続に
よって更なる命令が出るまでは，契約の終了を前提とした行動をとらない
ことに同意するというものであった。
ⅴ（ケース5） 申立人（工事発注者）と被申立人（工事受注者）との
間に，被申立人が完成させた住居用建物の瑕疵の有無に関して紛争が発生
した。申立人は，被申立人が申立人による立入り検査を拒絶している間に
欠陥を修繕してしまうおそれがあるとして，検査とその状態の記録のため
に，一定期間の自由な立入りを申立人に認めるよう命ずる命令を求めて，
緊急仲裁の申立てを行った（第0日）。
第3日に，緊急仲裁人が選任され，第5日に，その緊急仲裁人が（手続
予定を決定する）手続命令を発令した。第8日には申立人が，第15日には
被申立人が各々の主張書面を提出した。第18日に証人尋問が実施され，第
119 栗田・前掲注(27)5頁以下にも「事例2」として，継続的契約の解除を原因と
する紛争に関連した緊急仲裁人事件が報告されている。
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21日に緊急仲裁人の決定が下された。
この事件は，緊急仲裁人手続が証拠保全のために利用された例である。
4 ICC
⑴ 2012年1月1日に発効した ICC緊急仲裁人規定の下では，2012年
に2件，2013年に6件，2014年1月1日から5月31日までに2件，さらに
同年中に4件，3年間で計14件の申立てがあった120。ICC仲裁委員会の事
務局長であるMazzaが，上記規定の遡及的適用はないことを理由に最初
の申立ては施行2，3年後に現われるであろうと予測していたことや121，
他の仲裁機関の緊急仲裁人規定の利用状況に鑑みれば，このような申立て
状況はまずまずと言えるのではなかろうか。
以下では，最初の10件の事例を概観し，そこに現われた問題点を指摘す
る文献に依拠しつつ，ICC緊急仲裁人規定の当初の施行状況を見てみるこ
ととする。
⑵ 10件の事件122の当事者の国籍は5大陸にわたる15か国に及び，うち
6件で申立人または被申立人が複数である。また，3件ではすべての当事
者の国籍が同一であるが，1件では被申立人が1つの国家と3つの国営企
業である。1件は，別々ではあるが矛盾のない仲裁合意を含む4つの契約
が基礎となっている多数契約事件である。
基礎となっている取引も様々である。4件は石油・ガスの生産・販売契
約，2件は株式の売買契約に関連しており，残りは，持分の売買契約，農
産物と化学製品の販売契約，商業用不動産の販売契約，通信分野での和解
契約の各々に関連する事件であった。係争額は50万米ドル～5,400万米ド
120 以上につき，ICCのウェッブサイトの Home>Products & Services>Arbitration
& ADR>Arbitration>Statistics，および，Carlevaris & Feris, supra note 30, at 27参照。
121 Vgl. Marenkov, a.a.O. (Fn.28), S. 40.
122 以下，⑵の叙述は，Carlevaris & Feris, supra note 30, at 28.
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ル，平均で1,500万米ドルである。これを目してこの手続は少額事件のた
めにも利用されているとの評価もあるが123，50万米ドル（約5,150万円）
を少額というかは立場によるであろう。
3件の仲裁事件が仲裁廷構成前に当事者間の合意に基づいて終了し，1
件はその直後に終了した。残りの6件の仲裁事件は2014年5月31日現在で
まだ係属中である。
⑶ 仲裁裁判所の所長による緊急仲裁人規定適用の可否に関する判断は
すべての事件で48時間以内，大部分の事件で24時間以内になされている124。
当事者が仲裁合意の署名者でもその承継人でもないとされた事件が1件あ
る。当該事件では署名者の承継人とその親会社が被申立人とされていたが，
親会社に係る申立ては不適法とされた。また，この段階で，申立てが2012
年1月1日前の仲裁合意に基づいていることが問題とされた事件は3件あ
る。そのうちの仲裁申立てと同時に申立てのなされた事件では，仲裁手続
だけが進められることとされた。他の1件では2012年1月1日以降に契約
に変更が加えられていることが問題とされたが，一応，緊急仲裁人手続が
開始された。さらに，もう1つの事件の契約は2012年1月1日以前のもの
であるが，仲裁手続開始時に効力を有する仲裁規則による仲裁を指示して
いた。所長は，当事者は改訂がありうることを意識して，将来のその時々
における規則の適用を受け入れていると考えられるとして，緊急仲裁人規
定の適用を認めた。
緊急仲裁人手続の地は，ヨーロッパ（パリ，ロンドン），北米（ニュー
ヨーク，ヒューストン），南米（サンパウロ）に及んでいる。うち8件は
仲裁合意中で仲裁地として合意された地であり，2件は，そのような合意
がなく，所長が決定した地である。後者のうちの1つの事件では，所長が
決定した緊急仲裁人手続の地が当事者によって仲裁地としても合意された。
123 Carlevaris & Feris, supra note 30, at 28.
124 以下，⑶の叙述は，Carlevaris & Feris, supra note 30, at 28-32.
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4つの別々の契約に関連したもう1つの事件では，（主たる契約を含む）
2つの契約中には仲裁地の合意があり，他の2つの契約中にはなかったが，
所長は前者の仲裁地を後者のための緊急仲裁人手続の地と決定した。また，
手続言語は8件で英語，1件でフランス語，1件でポルトガル語であった。
7件は仲裁合意中で決定されていた言語であり，3件では特に問題とされ
ることなく，当該言語が使用された。
これまでに9人の緊急仲裁人が選任されているが，うち5人は事務局が
申立書を受領した翌日には選任されており，4人は2日目に選任されてい
る。5人の緊急仲裁人が当事者（の一方）と国籍を同じくしている。忌避
は緊急仲裁人の命令が下された後でも可能であり，実際，1件の忌避はそ
のような時期になされている。すなわち，当該事件では，その間に命令を
下さなければならない期間の満了の1日前に忌避申立てがなされ，命令は
当該期間内になされたが，忌避の申立てに関しては緊急仲裁人と他方当事
者に意見表明のための期間が認められた後，却下の決定がなされた。
7件の事件で仲裁申立て前に緊急仲裁の申立てがなされ，そのすべてで
10日以内に仲裁申立書の提出があった。1件では仲裁申立てと同時であり，
もう1件ではその1月後，答弁書提出や仲裁廷の構成前に緊急仲裁の申立
てがあった。また，残りの1件では，仲裁手続の進行中に，その被申立人
の側から緊急仲裁の申立てがあった。
申立人が相手方への通知なしに緊急仲裁人を選任すべき旨を要求した事
件があるが，事務局は，申立人にそうする旨を通知した上で，申立書の写
しを被申立人に送付した。命令が下された8件の事件すべてで，被申立人
が積極的に手続に関与しており，平均3日弱で手続予定が決定されている。
交換された書面の数は2ないし5通であり，ケース・マネジメントのため
の会議の開催はなく，5件の事件で審問がなされた（2件は呼出しの上，
3件は電話による）。証人，鑑定人の呼出しはなかったが，2件でそれら
の書面による意見陳述があった。
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すべての手続が予定された時間的枠組みの中で順調に行われた。
⑷ 多段階紛争解決条項が問題になった事件がある125。当該事件では，
仲裁合意上，紛争が調停の申立てから60日以内に ICC調停規則によって
解決されないときは，ICC仲裁規則によって解決されるものとされていた
ところ，調停の申立てと緊急仲裁の申立てが同日に行われた。緊急仲裁申
立てには10日以内に仲裁申立てが後続しなければならないが，これは60日
条項に矛盾するので緊急仲裁人の権限の有無が問われた。緊急仲裁人は，
これを否定すると最も必要なときに緊急救済の可能性が失われること，緊
急仲裁人手続は仲裁手続とは別個の手続であることを理由に自己の権限を
肯定した上で，60日条項に関しては10日の期間を延長することによって対
処するとした。
緊急仲裁人の下でも，緊急仲裁人規定の適用が遡及しないことが問題と
なりうる。前述の仲裁申立て時の仲裁規則を指示している事件では，緊急
仲裁人はそのことの問題性を判断する必要がなかった。申立ての取下げが
あったからである。また，契約に変更が加えられた事件では，変更は契約
全体を更新するものではないとの理由で，緊急仲裁人は自己の権限を否定
した。さらに，2012年1月1日以前の入札の要請に基づいてその後に署名
がなされた契約に関する事件では，緊急仲裁人規定の適用が認められた。
求められた措置の類型としては，仲裁判断の執行の保全（仲裁手続の期
間中，契約上の支払義務を履行するのに必要な資産を危うくしないことの
命令〔1件〕，預託口座に金銭を預けるべき旨の命令〔2件〕），現状の維
持（株式の売買契約を終了させる被申立人の権利に関する紛争が解決され
るまで，株式の譲渡，会社の資産を売却することの禁止〔1件〕，紛争解
決手続の係属中，銀行保証を引き出すことの禁止〔1件〕），訴訟差止命令
（国家裁判所での訴訟継続の禁止〔2件〕，訴訟開始の禁止〔1件〕），金銭
125 以下，⑷の叙述は，Carlevaris & Feris, supra note 30, at 32-35.
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仮払い（1件）がある。
10件中8件で緊急仲裁人の命令にまで至った。うち4件で少なくとも一
部認容となっており，4件は却下・棄却事例である。認容された4件中2
件で命令は遵守されており，取消しとか国家裁判所を通じての執行の試み
がなされたということはない。1件の訴訟差止命令は遵守されなかったが，
裁判所が訴訟を停止した。もう1件でも命令が遵守されておらず，申立人
は裁判所を通じての執行の意思を ICC裁判所事務局に伝えている。命令
に関してはその草案の仲裁裁判所による事前審査は不要なはずであるが，
実際には，最低限の形式的要件の充足と必要情報の洩れのチェックのため
に，簡単なチェックリストに基づく事務局による審査が行われている。
2件で，緊急仲裁人に対して命令の変更の申立てがなされた。うち1件
では，申立人に対して費用の支払が命じられていたが，そのための期限が
定められていなかったところ，数か月後に至るまで支払がないので，被申
立人が命令を変更して期限を設けるべきことを求めた。緊急仲裁人は，こ
の申立てには緊急性がないので，当該問題は仲裁判断中で取り扱えば足り
るとして，申立てを却下した。また，もう1件では，事情変更による緊急
性の喪失が主張されたが，その事情変更の存在が否定された。仲裁廷に対
して，緊急仲裁人の命令の取消し・変更が求められたことはない。
Ⅵ 結 語
⑴ 以上，ICC緊急仲裁人規定を中心として，それと ICC仲裁前審判
員規則および各仲裁機関の緊急仲裁人規定との比較と若干の検討を行った。
それらの特徴を表にしてまとめると付録の対照表のようになる。
このうちの ICC緊急仲裁人手続と ICC仲裁前審判員手続との間の最も
重要な差異は，前者の方が後者に比べて迅速性の点で相当優っているとい
う点にある。また，大きな相違点として，緊急仲裁人ないし審判員の選任
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方法（この点は表には示されていない）や当事者から緊急仲裁人・審判員
に提供される情報の質・量の違いのほか，予納金の金額も指摘されてい
る126。
それでは，審判員手続は形式的には廃止されていないが，緊急仲裁人手
続の創設によって実際上利用価値を失ったのであろうか。この点に関連し，
両手続のさらなる相違点として，審判員手続では，緊急性が発令要件とさ
れているのは一部の措置に関してのみである（緊急性を必要とせずに命じ
うる措置がある）こと，緊急仲裁人手続では認められない127仮払いを命じ
うること，当事者の合意により規則上明文で認められていない措置を命ず
る権限を審判員に付与しうること，仲裁申立ては審判員が命じた場合のみ
必要であることなど，当事者の権利・義務が両手続で異なることを指摘す
る見解がある。つまり，このような点に鑑みると，緊急の事態に対処する
ために暫定的な措置を講ずるというのは審判員手続が引き受けている機能
の一部に過ぎず，それは正規の仲裁手続に対する簡易な特別手続，略式手
続とでも言うべき機能をも担っているというのである128。
先にも指摘したように，ICCは仲裁前審判員手続に関してあまり積極的
な宣伝活動はしてこなかったようであるが129，それでも，その利用を促進
するために，モデル opt-in条項を公表するほか，各種規則を収録したブッ
クレット中に仲裁前審判員規則を掲載するくらいのことはしていたようで
ある。ところが，ICCは，既に審判員規則をそのブックレットから削除し
てしまったそうであるし，制定から20年以上を経過しているにもかかわら
ず，改訂の動きもないようである130。
126 Bühler, supra note 29, at 98.
127 ただし，この点は問題としうる余地があることにつき，前述，Ⅳ1⑶参照。
128 Castineira, supra note 27, at 95-96.
129 前述，Ⅱ1⑴参照。
130 Castineira, supra note 27, at 96 fn. 164.
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審判員手続は緊急事態に対応するという機能に関しては緊急仲裁人手続
に劣っていても，それにはない独自の意義を有しないわけではない。その
せいもあってか，緊急仲裁人規定施行後にも2件の利用はあったが131，
ICCに今後これの利用を促進していこうとの意図がないように思われるこ
とにも鑑みれば，審判員手続の利用件数が今後大幅に増加するということ
はまず見込まれないであろう。
⑵ 細かな点は別として，各緊急仲裁人規側は相互に類似しているとの
指摘があることは最初に述べたとおりである。しかし，そう指摘する見解
も ICCの予納金の金額の点だけは他と比較して高額としていたが132，そ
の見解の後，HKIACが金額を引き上げ，LCIAが高額な予納金を要求しつ
つ緊急仲裁人手続を新たに導入するに至ったので，ICCのみが高額な予納
金を請求するわけでもなくなった。
ともあれ，多くの論者は緊急仲裁人手続の導入をおおいに歓迎している。
そして，審判員手続とは異なって，今後の利用の増加も見込まれるおおい
に有望な手続であると評価しているし133，実際にも，いくつかの仲裁機関
においてよく利用されていることは既に見たとおりである。この成功の原
因の1つとしては，実際のケースから分かるように，緊急仲裁の申立てか
ら数日で決定に至っており，規則で定められたとおりに適切に運用されて
いることがあるであろう。無論，その背景には，緊急仲裁人の努力と当事
者の協力があることは想像するに難くない134。
もっとも，緊急仲裁人手続は，被申立人による緊急仲裁人の決定の遵守
131 前述，Ⅱ1⑴注(30)参照。
132 Roth & Reith, supra note 25, at 74.
133 Hauser, a. a.O. (Fn. 27), S. 368; Marenkov, a. a.O. (Fn. 28), S. 39 が報告する
Siemensの法務部長である Sesslerの評価 ; Ehle, supra note 25, at 109; Roth & Reith,
supra note 25, at 74; Horn, a.a.O. (Fn.41), S. 30; Ghaffrari & Walters, The Dawn of a
New Age?, 30 ARB. INT ’L 153, 167 (2014).
134 Knapp, supra note 111, at Ⅳ Conclutions.
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が見込まれ，手続の非公開が重要な要素である場合，暫定措置の目的物が
外国緊急仲裁人の命じた暫定措置の執行を認めている法域に所在する場合
など限られた場合にしか利用されないのではないかとの評価がある。こう
述べるフィンランドの論者は，緊急仲裁人の決定はニューヨーク条約上も
フィンランド法上も執行できないことを前提としつつ，緊急仲裁人手続は
フィンランドにおいてはあまり有用な手続とは言えず，それを導入した近
年のフィンランド商業会議所仲裁規則の改訂は，国際仲裁の共同体とビジ
ネス界に対して当該規則は最新式であるということを示すためのマーケテ
ィングの道具であるに過ぎず，単に他の主要な仲裁機関の仲裁規則に合わ
せたというだけの意味しか有しないと厳しい意見を述べる135。
もっとも，緊急仲裁人手続を高く評価する論者も，その決定が問題なく
執行しうることを前提としているわけではない。そうすると，評価に差異
が生ずる原因は，論者が本案の仲裁手続として何を前提としているかとい
う点にあると思われる。すなわち，当然のことながら，緊急仲裁人手続が
よく利用されるためには，当該の仲裁機関の仲裁手続そのものがよく利用
されているということが前提となるであろうが136，各論者が前提としてい
るそれが異なるのである。そうすると，わが国の JCAA仲裁の利用はフィ
ンランド商業会議所仲裁の利用よりもさらに少ないから137，後者について
の厳しい評価は JCAA仲裁に関してより一層当てはまってしまうことが危
135 J. HAKANEN, supra note 59, at 64-65.
136 Ⅴで紹介した仲裁機関以外の仲裁機関では緊急仲裁人手続の利用は確認できな
かったが，それが実際の利用がないことを意味しているのか否かは必ずしも明らか
ではない。Ehle, supra note 25, at 105は，2013年までに ACICAとポーランド・リヴ
ァイアサン同盟仲裁裁判所には1件の申立てもないとしている。
137 JCAAに対する新規仲裁申立件数は，2012年で19件，2013年で26件（手塚＝前
田・前掲注(24)13頁），2014年で14件（JCAAのウェッブサイトの Home>情報公開
>平成26年度事業報告書）であるのに対し，FCCへの申立件数は，2012年で69件，
2013年で80件，2014年で63件，2015年で52件（FCC のウェッブサイトの Home>
The Arbitraton Institut>Statistics）である。
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惧される。そうならないためにも，本案の JCAA仲裁そのものの利用の増
加とそのための努力が望まれる。
⑶ 理論的に残された問題点としては，仲裁前審判員手続は（純粋に）
契約的なものか，その決定は契約にのみ基礎をおくものかというものがあ
る。パリ控訴院はこれを肯定しているが，他の国家裁判所も同様に理解す
るとは限らない。もっとも，今後はこの手続があまり利用される見込みが
ないとすれば，問題はほとんど理論的なものにとどまると言うべきかもし
れないが，先に見たように，この手続には緊急仲裁人手続とは異なった意
義もあるとすれば，必ずしもそうとばかりは言い切れないし，現に全く利
用されなくなったわけでもない。また，緊急仲裁人手続の本質に関しても
同様の問題があるし，こちらの方は一部の仲裁機関においてであるにせよ，
よく利用されているのであるから，その解明に資するためにも仲裁前審判
員手続の本質の問題を等閑にするべきではないであろう。
先に見たように，緊急仲裁人の決定が執行の対象になりうるかも必ずし
も明らかではない。確かに，緊急仲裁人の決定は，実際上，任意に履行さ
れていると指摘されている138。しかし，いざとなれば執行の可能性がある
ことが任意の履行をより促すという面もあるから，この問題が重要性を失
うことはない。執行を認める立法を有する国もあるが，そのような立法が
あってもそれだけでは，当該国から見た外国が当該国を手続地とする緊急
仲裁人の決定の執行を認めるかの問題はなお残されている。
これらの問題には，仲裁とは何か，仲裁と訴訟とはどのように異なるか
又は異なるべきか，仲裁は訴訟が伝統的に提供してきたものと等しい手続
や救済をどの程度提供しうるか又はすべきか，といったより根源的な問題
の反映であるという面もあるが139，いずれにせよ，仲裁前審判員手続や緊
急仲裁人手続の法的性質の問題やそれらの決定の執行の問題については，
138 Ehle, supra note 25, at 101, 108.
139 Shaughnessy, supra note 32, at 357-359.
仲裁廷構成前の暫定・保全措置 201
稿を改めて詳しく論ずることとしたい140。
【追記】本論文は，「平成27年度専修大学長期国内研修員」としての研究の
成果の一部である。
140 これらの問題を論ずる最近の文献として，前注(41)掲記の Horn論文，（67)掲
記の Santacroce論文，（133)掲記の Ghaffrari & Walters論文等がある。
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付
録
対
照
表
【
各
種
の
緊
急
仲
裁
人
規
則
の
特
徴
】
特
徴
点
仲
裁
規
則
1)
① O
pt
-o
ut
②
施
行
日
前
の
仲
裁
合
意
へ
の
遡
及
的
適
用
申
立
て
可
能
時
期
⑤
予
納
金
⑦
EA
3)
の
選
任
速
度
⑧
ex
pa
rte
⑨
手
続
予
定
の
決
定
⑩
EA
の
権
限
⑪
決
定
ま
で
の
日
数
⑫
決
定
の
形
式
⑬
認
容
の
実
体
的
要
件
⑭
担
保
以
外
の
具
体
的
措
置
内
容
⑮
EA
に
よ
る
取
消
し
・
変
更
⑯
国
家
裁
判
所
へ
の
提
訴
③
仲
裁
申
立
て
前
2)
④
終
期
⑴
IC
C
〇
×
○
10
日
以
内
に
仲
裁
申
立
て
一
件
書
類
の
仲
裁
廷
へ
の
送
付
時
4
万
米
ド
ル
(4
12
万
円
）
2
日
×
2
日
以
内
に
決
定
EA
は
受
理
可
能
性
と
権
限
を
決
定
／
適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
EA
が
書
類
送
付
受
け
て
か
ら
15
日
命
令
仲
裁
廷
の
構
成
を
待
つ
こ
と
が
で
き
な
い
緊
急
性
EA
が
適
切
と
考
え
る
要
求
に
従
う
と
い
う
条
件
一
件
書
類
の
仲
裁
廷
へ
の
送
付
前
，
理
由
必
要
緊
急
申
立
て
前
は
自
由
，
そ
の
後
は
適
切
な
状
況
下
の
み
⑵
IC
D
R
〇
×
（
現
在
は
規
定
な
し
）
規
定
な
し
仲
裁
廷
構
成
時
な
し
1
営
業
日
×
2
営
業
日
以
内
に
決
定
仲
裁
廷
と
同
一
の
権
限
規
定
な
し
暫
定
的
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
EA
が
必
要
と
考
え
る
措
置
。
例
，
差
止
的
救
済
，
財
産
の
保
護
・
保
全
い
つ
で
も
可
緊
急
申
立
て
前
は
自
由
，
そ
の
後
に
つ
い
て
は
規
定
な
し
⑶
CP
R
〇
規
定
な
し
規
定
な
し
仲
裁
廷
構
成
時
2,
50
0
米
ド
ル
（
25
万
円
余
）
1
営
業
日
×
規
定
な
し
仲
裁
廷
と
同
一
の
権
限
規
定
な
し
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
EA
が
必
要
と
考
え
る
措
置
。
例
,
資
産
の
保
全
，
物
品
の
保
全
，
腐
敗
し
や
す
い
物
品
の
売
却
い
つ
で
も
可
，
相
当
な
理
由
必
要
(⑵
と
同
一
）
⑷
SC
C
〇
規
定
な
し
〇
EA
の
決
定
か
ら
30
日
以
内
の
仲
裁
手
続
開
始
／
EA
の
決
定
か
ら
90
日
以
内
の
仲
裁
廷
へ
の
付
託
仲
裁
付
託
時
1
万
5
千
ユ
ー
ロ
(1
69
万
5
千
円
)
24
時
間
×
規
定
な
し
EA
は
暫
定
措
置
を
発
令
す
る
仲
裁
廷
と
同
一
の
権
限
を
保
持
5
日
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
EA
が
適
切
と
考
え
る
措
置
い
つ
で
も
可
，
理
由
必
要
(⑵
と
同
一
）
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⑸
SI
AC
〇
規
定
な
し
×
90
日
以
内
に
仲
裁
廷
を
構
成
仲
裁
廷
構
成
時
最
低
2
万
5
千
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
ド
ル
（
19
0万
円
）
1
営
業
日
×
2
営
業
日
以
内
に
決
定
EA
は
暫
定
措
置
を
発
令
す
る
仲
裁
廷
と
同
一
の
権
限
を
保
持
規
定
な
し
暫
定
的
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
EA
が
必
要
と
考
え
る
措
置
い
つ
で
も
可
，
相
当
な
理
由
必
要
緊
急
申
立
て
前
は
自
由
，
そ
の
後
は
例
外
的
状
況
下
の
み
⑹ AC
IC
A
〇
規
定
な
し
〇
仲
裁
廷
構
成
時
12
,5
00
豪
ド
ル
(9
6
万
円
余
）
1
営
業
日
×
規
定
な
し
規
定
な
し
5
日
仲
裁
判
断
又
は
命
令
4
）
EA
が
適
切
と
考
え
る
措
置
仲
裁
廷
の
構
成
前
，
相
当
な
理
由
必
要
(⑵
と
同
一
）
⑺
ス
イ
ス
〇
規
定
な
し
〇
10
日
以
内
に
仲
裁
申
立
て
一
件
書
類
の
仲
裁
廷
へ
の
送
付
時
24
,5
00
瑞
フ
ラ
ン
(2
57
万
円
余
)
可
能
な
限
り
早
く
〇
規
定
な
し
適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
/暫
定
措
置
を
発
令
す
る
仲
裁
廷
と
同
一
の
権
限
を
保
持
15
日
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
EA
が
必
要
又
は
適
切
と
考
え
る
措
置
い
つ
で
も
可
(⑵
と
同
一
）
⑻
ポ
ー
ラ
ン
ド
〇
規
定
な
し
〇
EA
の
決
定
か
ら
30
日
以
内
の
仲
裁
手
続
開
始
/E
A
の
決
定
か
ら
90
日
以
内
の
仲
裁
廷
の
構
成
仲
裁
廷
構
成
時
？
2
営
業
日
×
規
定
な
し
適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
7
日
命
令
規
定
な
し
EA
が
適
切
と
考
え
る
措
置
。
例
，
証
拠
保
全
い
つ
で
も
可
規
定
な
し
⑼ H
K
IA
C
〇
×
×
90
日
以
内
に
仲
裁
廷
を
構
成
仲
裁
廷
構
成
時
25
万
香
港
ド
ル
（
35
0万
円
）
2
日
×
規
定
な
し
適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
/権
限
と
EA
規
程
の
適
用
可
能
性
を
決
定
15
日
決
定
，
命
令
，
裁
定
4
）
現
状
維
持
・
原
状
回
復
措
置
，
仲
裁
手
続
へ
の
悪
影
響
・
妨
害
の
回
避
措
置
・
禁
止
措
置
，
財
産
保
全
，
証
拠
保
全
い
つ
で
も
可
，
合
理
的
な
理
由
必
要
(⑵
と
同
一
）
⑽
JC
AA
〇
規
定
な
し
〇
10
日
以
内
に
仲
裁
申
立
て
/E
Aの
決
定
か
ら
3
か
月
以
内
の
仲
裁
廷
の
構
成
仲
裁
廷
構
成
時
24
7
万
6
千
円
2
営
業
日
×
EA
の
選
任
後
直
ち
に
規
定
な
し
2
週
間
決
定
4
）
（
⑼
と
同
一
）
い
つ
で
も
可
，
理
由
必
要
規
定
な
し
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⑾
LC
IA
〇
規
定
な
し
×
規
定
な
し
2
万
8
千
英
ポ
ン
ド
(3
86
万
円
余
)
3
日
○
規
定
な
し
適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
2
週
間
仲
裁
判
断
又
は
命
令
規
定
な
し
5
)
規
定
な
し
(⑵
と
同
一
）
⑿ Pr
e-
Ar
b.
×
規
定
な
し
〇
審
判
員
の
命
令
に
よ
り
仲
裁
申
立
て
必
要
仲
裁
付
託
時
5
千
米
ド
ル
(5
1
万
5
千
円
）
他
方
当
事
者
が
申
立
書
を
受
領
し
て
か
ら
8
日
×
規
定
な
し
権
限
を
自
ら
判
断
/適
切
と
認
め
る
方
法
で
手
続
指
揮
/(
当
事
者
の
義
務
）
書
類
を
利
用
可
能
と
す
る
，
調
査
・
研
究
の
た
め
に
場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
認
め
る
30
日
命
令
急
迫
の
又
は
償
う
こ
と
の
困
難
な
損
害
の
回
避
/な
さ
れ
る
べ
き
支
払
/当
事
者
間
の
契
約
に
よ
り
さ
れ
る
べ
き
も
と
さ
れ
て
い
る
措
置
/証
拠
方
法
の
保
全
又
は
確
認
規
定
な
し
不
可
。
た
だ
し
，
別
個
の
命
令
可
能
(⑵
と
同
一
）
1
⑴
～
⑾
は
各
仲
裁
機
関
の
緊
急
仲
裁
人
規
定
を
指
し
，
⑿
は
IC
C
仲
裁
前
審
判
員
規
則
を
指
す
。
2
各
欄
掲
記
の
こ
と
が
行
わ
れ
な
い
と
，
緊
急
仲
裁
手
続
が
終
了
さ
せ
ら
れ
る
か
，
EA
の
決
定
は
失
効
す
る
。
3
EA
は
Em
er
ge
nc
y
Ar
bi
tr
at
or
＝
緊
急
仲
裁
人
を
指
す
。
4
暫
定
・
保
全
措
置
が
発
令
さ
れ
な
け
れ
ば
，
損
害
賠
償
を
命
ず
る
仲
裁
判
断
に
よ
っ
て
は
十
分
に
償
え
な
い
損
害
が
発
生
す
る
可
能
性
が
大
き
い
/そ
の
損
害
が
当
該
措
置
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
措
置
の
対
象
と
な
る
当
事
者
に
生
じ
う
る
損
害
を
実
質
的
に
上
回
る
／
申
立
人
が
，
請
求
事
件
の
本
案
に
お
い
て
勝
利
す
る
合
理
的
な
見
込
み
が
あ
る
。
5
係
争
金
額
に
つ
い
て
の
担
保
の
提
供
，
当
事
者
の
支
配
下
に
あ
り
，
仲
裁
の
主
題
事
項
に
関
連
し
た
文
書
，
物
品
，
見
本
，
財
産
，
敷
地
又
は
物
の
保
存
，
保
管
又
は
売
却
又
は
そ
の
他
の
処
分
，
金
銭
の
支
払
，
財
産
の
処
分
を
含
め
て
，
仲
裁
廷
が
仲
裁
判
断
中
で
認
容
す
る
権
限
を
有
す
る
で
あ
ろ
う
救
済
（
た
だ
し
暫
定
的
な
も
の
）
